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中内（司会） 調査室講演会・パネルディスカッ

ション「日本の経済外交をめぐる課題と今後の

対外通商政策の在り方」を始めます。 

今回このような講演会・パネルディスカッ

ションを開催する趣旨をご説明します。日韓間

のＷＴＯ紛争解決手続の中で浮かび上がった

問題等も含め、近年、ＷＴＯ体制の見直しの動

きが出ており、また、米国の自国第一主義の通

商政策と貿易戦争とも称される米中対立もあ

り、既存の国際経済秩序を揺るがすような様々

な事象が起きています。そうした中、日本政府

はＦＴＡ／ＥＰＡ交渉を推進するとの立場を

とり、日米貿易交渉も妥結しましたけれども、

日本の経済外交や通商政策の今後の在り方を

問われるような状況にもなっています。こうし

                                                                                  
講演録Ⅰ、Ⅱは、2019 年９月 26 日の調査室講演会・パネルディスカッション（参議院外交防衛委員会調査室主催）におけ

る記録である。なお、後掲の用語解説も適宜参照されたい。文中の意見にわたる部分については各講師の見解である。 

た課題について、ＷＴＯ協定をはじめとする国

際経済法をめぐる法的な観点、及び通商・貿易

に関する政策的な観点の双方から問題提起を

行い、それらについて専門家のご意見を伺うこ

とは、これらの問題をめぐる国会での議論への

参考情報の提供や論点の提示になり、更には国

内経済、社会への影響等から賛否が分かれるこ

ともあるＦＴＡ／ＥＰＡの国会審議に際して

の論点の提示にもなるという意味も含め、貴重

な機会になると考えた次第です。 

 その上で、本日の進め方ですが、第１セッ

ション「国際経済秩序」、第２セッション「日

本の通商政策」の２つのセッションに分けて行

います。各セッションの冒頭、神田室長よりそ

れぞれのテーマについて問題意識や背景等を
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ご説明いただき、それを受けて各講師からそれ

ぞれご意見を伺います。なお、フロアからのご

質問は第２セッションの終了後にまとめてお

受けいたしますのでご承知おきください。 

 それでは第１セッションを開始します。まず

神田室長から、冒頭のご発言をお願いします。 

 

１．神田茂 調査室長（論点提起） 

（１）ＷＴＯ体制の揺らぎ 

 外交防衛委員会調査室長の神田です。まず私

から冒頭に発言をさせていただきたいと思い

ます。第１セッションは、国際経済秩序をテー

マとしています。その中で、まずはＷＴＯ体制

の揺らぎについて申し上げます。米国や欧州で

保護主義や自国第一主義に一定の支持が集

まっています。戦後の国際経済秩序を支えてき

たＷＴＯ／ＧＡＴＴ体制は、2001 年に始まっ

たドーハ・ラウンドにおける貿易自由化交渉が

停滞する中で、貿易交渉機能の回復、紛争解決

機能、あるいは協定の履行監視制度などについ

て改革の必要性が指摘されています。一方、自

由主義、民主主義、市場経済等の普遍的価値を

共有してきたＧ７は、８月のサミットで貿易、

国際情勢をめぐる立場の相違から、宣言文書１

枚の発出に留まるような状況に追い込まれ、経

済的な力の相対的な低下と相まって存在意義

が問われています。また、世界経済の中で存在

感を増す新興国を含むＧ20 による国際経済秩

序作りの具体化というのはまだこれからとい

う状況です。 

 こうした状況を踏まえ、お二方の先生に、次

の論点を提起したいと思います。まず川瀬先生

には、ＷＴＯの現状や改革の論議をどのように

評価されているのかということです。また、Ｗ

ＴＯ改革に関して、Ｇ20 大阪サミットなどで

の議論や結果をどのように評価されるのかと

いうことです。次に、菅原先生には、国際経済

や貿易の議論の場、あるいは国際経済秩序作り

の担い手としてのＧ７やＧ20 の現状や可能性

についてどのように評価されているのか、これ

らを提起したいと思います。 

 

（２）米中貿易戦争 

 それから、このセッションの２つ目のテーマ

になります米中貿易戦争について次に申し上

げます。米国のトランプ政権は、物品貿易の巨

額な対中赤字、あるいは中国の不公正な貿易慣

行による技術移転の強要や知的財産権の侵害

などを理由に、追加関税措置、ＷＴＯへの提訴、

そして大手通信機器会社ファーウェイとの取

引の制限等の措置を実施しています。中国政府

は米国のこうした貿易制限的な措置を批判し、

対抗措置として追加関税措置、ＷＴＯへの提訴

などを行っています。2018 年の３月に米国の

トランプ政権が、1974 年の通商法 301 条に基

づいて、対中制裁措置の発動を決定して以降、

米中の貿易摩擦は貿易戦争とも称される状況

に陥っています。 

 以下、米中のとってきた措置の流れを簡潔に

申し上げます。米国は、2018 年７月６日に、約

340 億ドル相当に対して 25％の追加関税を課

します。これが第１弾です。以降、第２弾、第

３弾として対象が順次拡大されました。そして

2019 年５月に、米中の通商協議は物別れと

なって、８月初めにはトランプ大統領が対中第

４弾の発動を表明しています。９月１日には第

４弾の一部が発動されました。この段階で追加

関税の対象額は、中国からの輸入全体の約７割

に達しています。12 月まで発動を猶予したス

マホなどに今後対象が拡大されれば、中国から

米国に対する貿易額のほぼ全てに対し追加関

税が課されることとなります。一方、中国は対

抗措置として、これまでに米国からの輸入額全

体の約７割に相当する報復関税を発動してい

ます。また、米国の第４弾に対しては、ＷＴＯ

への提訴について９月２日に発表しています。 
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調査室講演会・パネルディスカッション（2019 年９月 26 日） 

 

こういった米中対立の背景には、５Ｇ（第５世

代移動通信システム）に代表される先端技術を

めぐる米中の覇権争いがあって、米中は新冷戦

に入ったのだという見方、あるいは米国は米中

の経済関係を切り離す「デカップリング」政策

に転じたという見方も示されています。 

このような状況を踏まえて、お２人の先生方

に、次の論点を提起したいと思います。まず川

瀬先生に対しては、2018 年以降に顕著になっ

た米国の対中制裁措置、追加関税や、中国によ

る報復措置はＷＴＯ協定に適合するのかどう

かということです。それから、米国の通商法

301 条手続については、ＷＴＯ協定上の一方的

な措置の代表例として取り上げられることが

多いのですが、過去に 1991 年にＥＣがＷＴＯ

に提訴をして、この時パネルは 301 条の手続に

ついて、紛争解決了解、ＤＳＵ23 条２項には違

反しないという判断を下しています（「米国－

1974 年通商法 301 条事件」（ＤＳ152））。この

過去の判断についても、併せて参考までにコメ

ントを頂ければと思います。最後に、米中のパ

ワーゲームによって国際経済秩序が崩壊しか

ねない現在、日本をはじめ主要国がルール重視、

あるいはＷＴＯ重視についてどのように取り

組んでいくべきとお考えなのか、これらを提起

します。 

 次に菅原先生に対しては、経済の相互依存関

係が深まった米中関係というものを考えれば、

先端技術をめぐる覇権争いや経済関係の「デ

カップリング」、ひいては世界の経済圏を分断

させようという動きは、現実に起こり得るのか

ということです。そして、米中を巻き込んだグ

ローバルサプライチェーンの活用という経済

的な合理性を否定してまで、世界経済の運営や

通商貿易の実施は可能なのか、これらを提起し

たいと思います。 

 

（３）日韓の経済外交上の課題 

 そしてこのセッションの３つ目のテーマに

なりますが、日韓関係について申し上げます。

日韓の間ではＷＴＯにおける日本産の水産物

等の輸入制限措置をめぐる争い、あるいは韓国

向けの安全保障輸出管理の運用見直し、これら

が日本の経済外交上の観点からも懸念すべき

状況をもたらしています。まずここで、日本産

の水産物等の輸入規制の経緯と概要について

簡略に申します。2011 年３月の東京電力福島

第一原子力発電所における事故の後、韓国は日

本産の水産物等への輸入規制を順次導入して、

その後強化しました。こうした措置がＷＴＯ協

定上の義務に違反しているとして、日本は韓国

に対してＷＴＯの紛争解決手続に則って協議

の要請、そして協議を実施、その後、ＷＴＯに

パネルの設置を要請し、パネルが設置されまし

た。2018 年２月、パネルは韓国による措置が、

衛生植物検疫措置の適用に関する協定、ＷＴＯ

／ＳＰＳ協定と言いますけれども、これに非整

合的であると判断して、韓国に対して措置をこ
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の協定に適合させるよう勧告する報告書を公

表しました。韓国は上級委員会への申立て、す

なわち上訴を行い、上級委員会報告書はパネル

の判断の一部を取り消しました。これが 2019

年４月のことです。ＷＴＯの紛争解決機関（Ｄ

ＳＢ）は、この上級委員会の報告書、そして上

級委員会によって一部訂正されたパネルの報

告書を採択しました。国会では、日本敗訴では

ないかとの指摘もなされましたが、政府は韓国

の措置が協定に整合的であると認められたわ

けではないという説明を行っています。 

 次に、韓国向けの輸出管理の運用見直しの経

緯と概要について簡略に申します。日本政府は、

韓国との信頼関係の下に、輸出管理に取り組む

ことが困難になっていることに加え、輸出管理

をめぐる不適切な事案が発生したこともあり、

外為法に基づく安全保障輸出管理を適切に実

施する観点から、厳格な制度の運用を行うとし

て、以下２つの措置をとっています。一つは、

４月４日から実施されているもので、半導体の

材料など３品目の韓国向け輸出を包括輸出許

可から個別輸出許可に切り替えるものです。も

う一つは、日本の輸出管理上のいわゆる「ホワ

イト国」から韓国を外すという措置です。こち

らは８月 28 日に韓国が「ホワイト国」、現行制

度上はグループＡといわれるグループですが、

そのリストから正式に外されました。これに対

して韓国は９月 16 日、日本の措置、すなわち

輸出管理の厳格化を不当としてＷＴＯに提訴

しています。また、同月 18 日には、日本を自

国の「ホワイト国」リストから除外をしていま

す。これらの状況を踏まえて、お２人の先生方

に次のような論点を提起させていただきます。 

 まず川瀬先生には、日本産水産物等の輸入規

制措置に関するＷＴＯ上級委員会報告書（「韓

国－放射性核種事件」（ＤＳ495））をどのよう

に評価されるかということです。また本件のパ

ネル提訴に当たっては、日本政府が韓国にＷＴ

Ｏ／ＳＰＳ協定第２条、すなわち科学的原則に

関する事項、この違反を問わなかったことが戦

略の誤りではないかという指摘もなされてい

ますが、これらの点も含めてどのように評価を

されるのかということです。もう一つ川瀬先生

に、ＧＡＴＴ第 21 条の安全保障例外条項につ

いてお尋ねします。「ロシア・貨物通過制限事

件」（ＤＳ512）をめぐって、本年の４月、紛争

解決パネルで初めて判断が下されました。安全

保障貿易管理について、ＷＴＯ協定の整合性を

問うことは、国際経済法上どのような意味合い

を持つのかということです。また、もしその回

避が望ましいとしたら、その理由は何であるか

ということです。韓国は今般、日本の輸出管理

の厳格化についてＷＴＯに提訴しましたが、日

本の措置はＧＡＴＴ第 11 条の数量制限禁止、

あるいは第 21 条の安全保障例外の規定上どの

ように評価されるのかということです。さらに、

日本はこの韓国による提訴に対して、どのよう

な点に留意して臨むべきであるか、これらを提

起します。 

 次に菅原先生に問題提起をさせていただき

ます。国交正常化後最悪とさえいわれる日韓関

係の中で、日本産水産物等の輸入規制や、韓国

向けの安全保障輸出管理の厳格化などが日韓

の経済関係を悪化させれば、「ＴＰＰ11」の拡

大、あるいは東アジア包括的経済連携（ＲＣＥ

Ｐ）交渉、そして日中韓ＦＴＡ交渉など、日本

の経済外交の推進にも必要な基盤が著しく損

なわれてしまうことになるのではないでしょ

うか。あるいは反対に、日韓の経済外交上の利

益の共有というのが両国の関係悪化を反転さ

せる力になり得るのか、これらについて問題を

提起させていただきます。私からは以上です。 

 

中内（司会） それでは神田室長からの問題提

起を受けまして、まずは川瀬先生からご発言を

お願いします。 
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２．川瀬剛志 教授 

（１）ＷＴＯ体制の揺らぎ 

川瀬です。お招きいただきましてありがとう

ございます。神田室長から頂いたご質問につい

て、「ＷＴＯの現状をどう見るか」というとこ

ろで言うと、大きく３つあると思います。１つ

目は意思決定の機能が低下をしていることで

す。メンバーの３分の２が途上国であり、また、

非市場経済国も入ってきたことによって、ドー

ハ・ラウンドをはじめとする交渉がまとまりに

くくなっています。その結果、ルール自体が時

代にそぐわないものになっています。例えば

1995 年１月１日にＷＴＯが効力を発生してか

ら、国際生産体制は大きく変わり、いわゆるグ

ローバルサプライチェーンの、つまり生産工程

が国際的にあちこち分散する時代になってい

ますが、それを前提としたルールになっていま

せん。例えば、投資協定やデジタル貿易ルール

などがないＷＴＯでは、生産拠点間の人、デー

タ、資本等の移動を包摂できていなくなってい

る状況にあります。 

また、戦後の関税及び貿易に関する一般協定

（ＧＡＴＴ）に端を発するＷＴＯは、市場経済

国を前提としてきましたが、中国のような国家

資本主義国のほか、ブラジルやインド等の新興

経済国も加入したことによって、国有部門・公

有部門が強い国々のプレゼンスが強くなって

きています。例えば、「米国－対中国産品ダン

ピング防止（ＡＤ）及び相殺関税事件」（ＤＳ

379）という非常に有名なＷＴＯのケースにお

いては、個々の企業に対する規律について、現

行の補助金協定では不十分だということが上

級委員会の判断で明らかになり、米国が非常に

これに対して怒っています。このような状況か

ら、ＷＴＯのルール形成機能は駄目だと見なさ

れ、ウエートがメガリージョンに向かうように

なった結果、ＷＴＯのルール形成機能は特に新

しい分野の規律について、そのプレゼンスが大

きく下がっています。 

 ２つ目は、紛争解決手続の機能不全です。米

国は上級委員会に対して、例えば、解釈だと言

いながら新しいルールを作っている、90 日で

きちんと判断を出さなければいけないのに随

分時間がかかっている、紛争解決に関係のない

余計な勧告的意見や傍論をたくさん言ってい

る等といった色々な批判をしています。米国は

2017 年夏から上級委員会に欠員が生じて以降、

その指名をブロックしており、その結果、現在

は米国の Graham 氏、インドの Bhatia 氏、中国

の Hong Zhao（趙宏）氏の３人しか残っていま

せん。しかもこのうち、Graham 氏と Bhatia 氏

は 2019 年 12 月 10 日をもって退任するため、

上級委員会は、１件を判断するのに３人で部会

を構成するので、審理ができなくなります。つ

まり同年 12 月 11 日以降、上級委員会は実質的

に機能停止になる見込みです。 

 また、上級委員会の判断は上訴から最長で

90 日以内となっていますが、2010 年以前の上

訴は平均 92.8 日ということで、ほぼこの期限

を守れていました（図表１参照）。しかし、2011

年以降は、この数字が大きく跳ね上がって平均

201 日となり、90 日のリミットの倍以上の時間

がかかるようになりました。特に 2017 年７月

以降、上級委員会の欠員が出始めてからのケー

スで見ると、平均 368 日を費やしています。な

お、この中には、2019 年９月の「韓国による日

本製空気圧伝送用バルブに対するＡＤ措置」を

めぐる事件等が含まれていないので、上訴に要 

 

図表１ 平均上訴日数 

（出所）川瀬作成 
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する時間はもっと長くなっていると思います。 

 ３つ目は、トランプ政権による一方主義が横

行していることです。米国は完全に多国間体制

を無視した形で力を振るい始めています。米国

は「1962 年通商拡大法第 232 条」の安全保障

条項に基づく措置や調査を自分たちが有利に

ＦＴＡ交渉を進めるためのレバレッジに使っ

ています。こうしたマーケットパワーを背景に

したいわば「砲艦外交によって」、ＷＴＯの法

の支配は崩壊に向かいつつある状況に今我々

は置かれていると言えるでしょう。 

 また、米国の 232 条に基づく鉄鋼・アルミニ

ウムの措置に対する関係国のいわゆるリバラ

ンスといわれる対抗措置についても、実はＷＴ

Ｏ協定整合性は怪しいというか、恐らくないだ

ろうと私は思っています（図表２参照）。この

ように米国は中国のほか、例えばトルコ、欧州

連合（ＥＵ）、ロシア等との間でも、協定整合

性の怪しい一方的な報復の応酬を行っていま

す。なお、メキシコとカナダは、米国・メキシ

コ・カナダ協定（ＵＳＭＣＡ）の批准と引き換

えに、米国に鉄鋼・アルミニウムへの関税引上

げを止めさせると同時に対抗措置を解除する

ことを 2019 年６月 17 日に合意しました。 

 次にＧ20 大阪サミットに関して、『WEDGE 

Infinity』（川瀬剛志「Ｇ20 大阪で読むＷＴＯ

改革への長い道のり」（2019.7.2））の記事に書

いたことを簡単に縮めて申し上げますと、首脳

宣言では、貿易・デジタル閣僚会合の声明を全

面的に歓迎すること、ＷＴＯ改革の具体的な課

題を進めていくことが支持されました。ブエノ

スアイレスの首脳宣言と比べて、貿易・デジタ

ル閣僚声明は具体的なＷＴＯ改革の課題につ

いて踏み込んだ書き方をしており、また、それ

が首脳宣言で歓迎されていることから、非常に

強いＷＴＯ体制に対するコミットを示したと

いう点で高く評価できると思います。ただし、

安倍総理が首脳宣言採択の直後の議長記者会 

図表２ 232 条措置へのリバランス 

 

 

 

 

 

 

 

 

※カナダ、メキシコは既に撤回済 

（出所）川瀬作成 

 

見において、意見の違いよりも共通点を見いだ

すことを重視したとおっしゃっていましたが、

そうするとそこに書いてあることは、事前に主

要国によってどこかで握られた話だけが書い

てあると推測され、何かそこで新しい話がまと

まったという印象は受けませんでした。 

また、インドや中国等に対するＷＴＯにおけ

る途上国例外の扱いをどうするかという問題

についても、本当はＧ20 のように主要途上国

と先進国が１つのテーブルで話をする場でこ

そ議論すべきなのですが、デジタル貿易大臣声

明でも首脳宣言でも全くこの問題に言及はさ

れませんでした。こうした難しい問題について

は避けた感じを受けました。 

さらに、様々なことに合意したということが

書いてあるのですが、同床異夢の内容が目立ち

ました。例えば、自由・公平・無差別な貿易及

び投資関係、開放的な市場、公平な競争条件と

いった言葉が宣言の中で踊っていますが、これ

は現行のＷＴＯ体制から利益を受けている中

国からすれば自由貿易が大事である一方、貿易

赤字の問題や中国の国有企業の競争優位に苦

しむ米国からすれば公正の文字のほうが大き

く見える内容となっています。また、安倍総理

が提唱した、「信頼性のある自由なデータ流通」

（ＤＦＦＴ：Data Free Flow with Trust）と

いうデジタル貿易に関する概念ですが、これも
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「信頼性のある」という限定が付いています。

その信頼性の中身は、中国はサイバーセキュリ

ティやデータの囲い込みが大事との立場です

し、ＥＵであればプライバシーの問題が一番大

事だとの立場でしょう。このようにそれぞれの

イシューが総論で何かに合意したように見え

るわけですが、各論に入っていくと全然意識が

違うというのが現状であると理解しています。 

 

（２）米中貿易戦争 

 ２つ目の大きな課題である米中貿易戦争に

ついては、明白なＷＴＯ協定違反です。関税を

勝手に一方的に引き上げているわけですから、

ＧＡＴＴ第２条や紛争解決手続了解（ＤＳＵ）

第 23 条の違反は火を見るよりも明らかである

と思っています。 

 先ほど神田室長から 1999 年のＷＴＯ紛争、

「米国の 1974 年通商法第 301 条事件」（ＤＳ

152）について言及がありましたが、この事件

においてもパネルは 301 条という法令の存在

自体はＤＳＵ23 条に違反しうると説示してい

ます。なぜなら、米国側の勝手な一方的な判断

でＷＴＯの紛争解決手続によらず制裁を受け

る可能性があるということは、国際貿易に対す

る萎縮効果をもたらすからです。ただし、米国

のウルグアイ・ラウンド協定実施法には、

「Statement of the Administrative Action」

（ＳＡＡ）という、要はこういう意図でこの条

約を実施しますよという行政府の意見表明文

書が付いています。これによれば、301 条をＷ

ＴＯの紛争解決手続に整合的な形で運用する

ということが明確にされており、これを踏まえ

パネルは米国が勝手にパネル・上級委員会の判

断を待たずに制裁を行うことはないと理解し、

最終的に米国の違反を問わないとの結論を出

しました（注：本件は上訴されていない）。今

回トランプはその時のパネル判断を見事に裏

切り、無視しました。 

 このような状況に対して「我が国や各国の対

応はどうなのか」ということで言うと、米国が

めちゃくちゃなことをやっている状況で、誰か

がそれをたしなめることもなく、情けないこと

に日本も含めてどの国も自動車への 232 条課

税を勘弁してもらうために米国とテーブルに

着いて話をしている状況にあります。その中で

もＥＵだけがＷＴＯの司法的な性格の重要性

を踏まえ、例えば紛争解決手続の改正交渉で上

級委員会の自律性を強化しようとの提案をし

ています。しかし、付いてくるのは中国やイン

ドばかりのようです。政府の方と話をしていて

も、「どうも中国と一緒というのはね．．．」とい

うことで、なかなかＥＵと日本が組んで、いわ

ゆる法制度化というか司法化されたＷＴＯを

守っていく感じにはなっていかないようです。

一つの考え方として政府の中でよく話を聞く

のは、日本としては米国とＥＵ、あるいは中国

が折り合わない中で、誠実な仲介者として立ち

振る舞いをするためにはＥＵにべったりする

わけにいかないのだということですが、他方で

官邸の日米同盟最重視の中で米国に厳しいこ

とは言えないということなのか、私は後者のよ

うな印象を受けています。米国との同盟関係は

重要ですが、私個人としてはもう少しＥＵをサ

ポートして、自由貿易体制の基礎的インフラで

あるＷＴＯをきちんと下支えするようなこと

をもう少し日本政府として考えてもいいので

はないかなと思っています。そういう意味では、

いつまでも米国べったり、というわけにはいか

ないという気がします。 

 

（３）日韓の経済外交上の課題 

 日韓関係につきましては、まず水産物の話か

ら申し上げますと、衛生植物検疫措置の適用に

関する協定（ＳＰＳ協定）の 2.2 条違反という

要は科学的根拠があるのかないのかというと

ころについて争わなかったことに対して、これ
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はどうなのだという意見がありますが、私は争

わなくてよかったと思っています。コーデック

ス基準で言えば、１年当たり１ミリシーベルト

の被ばく量を超える放射線については健康被

害が疑われるとの一定の基準は決まっており、

韓国は当然１ミリシーベルトを超えるものを

規制しているわけですから、韓国のやっている

ことが全部科学的な根拠がありませんという

のはさすがに言えないと思います。そうなると、

１ミリシーベルト未満のところの規制だけが

科学的根拠はないという議論をすることにな

るわけですが、例えば長期の低線量被ばくがど

のような健康被害をもたらすかということに

ついては科学的な証拠はないと言われていま

す。また、そのような低線量のものを長期に浴

びるとどうなるのかという実証例も基本的に

はないので分かっていないようです。そういう

意味では、ＷＴＯという食品安全・原子力の専

門機関ではない組織に、科学的に不確定で、ま

た、非常に政治的・心理的に機微な話を白黒付

けさせるということはやらない方がいいわけ

です。これはどういう判断をしてもＷＴＯの正

統性に傷が付きます。ＷＴＯは基本的には貿易

紛争を解決する機関ですので、低線量被ばくと

いった極めて難しい科学的な判断を押し付け

るのは、本来的にはやめたほうがいいと思いま

す。韓国の定めている安全基準には色々なこと

が書いてありますけど、結局は１ミリシーベル

ト未満に収束すると理解できる、そう証明でき

るということであれば、そこから下の部分につ

いての規制は過剰規制だよねと、韓国の規制主

権や規制裁量を侵さない形でそこは過剰規制

ですよという立論でいこうとした日本のやり

方は、私は極めて正しかったと思います。 

 ただし、2.3 条、日本の産品だけ規制をして、

その他例えばチェルノブイリの核実験の放射

線などで影響のある世界の他の地域からのも

のについては何の規制もしていないという差 

 

上智大学法学部 川瀬剛志 教授 

 

別については、実は 5.5 条という 2.3 条をもう

少し具体化した条文で争っておいた方が本当

は良かったのだろうと思います。この問題はご

関心があれば『国際問題 No.617』（日本国際問

題研究所、2019.11）に詳しく書いてあります。

ここでは細かい解釈論は申し述べませんが、

5.5条は 2.3条の特別規定の性格を持っていま

すので、上級委員会がはっきりと 5.5 条違反が

立証できれば、自動的に 2.3 条違反が立証でき

ることとなります。いきなり 2.3 条で争った理

由は気になるところです。 

 もう一つ、上級委員会は一審の判断を破棄す

ることはできるのですが、自判や差し戻しはで

きません。ただし、上級委員会は、一審の事実

認定が使える範囲での自判は行っているので、

一審の判断が破棄された場合に可能な限り自

判をしろと日本が求めておけば、少しは状況が

違ったかもしれません。ただ今回は上訴通知書

を見る限り、日本政府は自判を求めていないの

で、これは戦略的、手続的にミスだったかもし

れないと思います。 
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ちなみに、先ほど神田室長がご紹介になった、

韓国の措置がＳＰＳ協定に適合していると認

定されたわけではないとの日本政府の説明に

ついて、政府の認識は極めて正しいと思います。

ただし、参議院外交防衛委員会でも議論されて

いましたが、日本の水産物が科学的に安全であ

る、あるいは韓国の安全基準に適合していると

いう理解は、これは嘘です。韓国の安全基準へ

の適合性は完全にひっくり返されています。正

解は、分からない、というのが現状だというふ

うにご理解下さい。 

 最後に、安全保障例外の話です。神田室長の

ご質問は、ロシアの案件における判断を踏まえ、

「安全保障貿易管理についてＷＴＯで協定整

合性を争うことがどのような意味を持つか」と

いうことですが、これは極めて重大なリスクを

はらんでいるとご理解いただきたいと思いま

す。といいますのは、ＧＡＴＴ21 条という条文

は 1947 年に起草されており、古いのです。他

方、安全保障の概念は日進月歩で、古典的な戦

争や武力紛争だけでなく、例えばテロ、内戦・

地域紛争、パンデミック等の最新の安全保障に

関する考え方は広がっており、一方、投資協定

の世界では経済危機を安全保障条項の中で議

論する、しないというところまで物事は進んで

いるわけです。しかし、ＧＡＴＴ21 条は 1947

年にできたものがそのままずっと使われてい

ます。もっと申し上げると、その後例えばワッ

セナー・アレンジメント、あるいはオーストラ

リア・グループ、ザンガー委員会、核不拡散条

約といった、様々な安全保障貿易関連のスキー

ムができてくるのですが、それが例えばＧＡＴ

Ｔ・ＷＴＯと 21 条の使われ方について協議を

行った歴史はないのです。21 条は正にこれは

開かずの間、伝家の宝刀であり、乱用するとい

うことは基本的には厳に慎むというのがＷＴ

Ｏサイドの姿勢です。そして、今度はワッセ

ナーをはじめ国際安全保障貿易管理レジーム

の側からすれば、あくまでも安全保障貿易管理

の枠にきちんと沿った形で、技術的にきちんと

貿易管理をやると、乱用はしないということを

徹底することによって、お互いがぎりぎりと、

ＧＡＴＴ整合性、ＷＴＯ整合性を問うといった

ようなことはやる必要がないままずっと来て

いるわけです。そのような大人の関係での棲み

分けがあったので、両方のスキームはこれまで

うまくやれていたわけですが、今はそういう状

況ではなくなってきています。 

その結果、図表３に示したとおり、安全保障

貿易管理の世界で正しいとされていることが

白丸の世界ですが、ＧＡＴＴ21 条でカバーさ

れる範囲が黒丸の世界で、それが実はずれてお

り、ＧＡＴＴ21 条で正当化される範囲が狭い

可能性が十分に起こり得るのです。そこのちょ

うど間のところに、今回の我が国の措置が落ち

てしまったら一体どうなるのかということで

す。安全保障貿易管理とＷＴＯ体制の間には非

常に齟齬があることが白日の下にさらされて

しまうことが非常に問題だろうと思います。 

我が国の措置については、『Voice』（川瀬剛

志「輸出管理問題に不可欠な国益の観点」

（2019.10））を見ていただければお分かりにな

ると思いますが、これは１条や 11 条といった

条文に違反しますが、原則的に安全保障貿易管

理というのは差別的性質・貿易制限的性質があ

るのはしょうがないです。そうすると後は 21 

 

図表３ ＧＡＴＴ21 条で正当化される範囲と

安全保障貿易管理上妥当な措置の範囲の関係 

 

 

 

 

 

 

（出所）川瀬作成 
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条でどこまで救えるかですが、我が国は特に経

済産業省が不適切事案と言っているものをき

ちんと説明できるかに懸かっています。それか

ら、当時の関係閣僚が徴用工等を結び付ける発

言を繰り返したことは、ＷＴＯの判断で決定的

に不利になる点で、政府は反省すべきかと思い

ます。つまりこれはＷＴＯの側から見ても、安

全保障の側から見ても、ああいう形で政治化す

る、ショーアップする、そういう話ではないと

いうのが我々専門家の認識です。最終的に 21

条で正当化できるかは、不適切事案の中身をど

う説明できるか、そのことによって徴用工問題

とこの措置をうまく切り離せるかどうか、そこ

に懸かっていると思います。 

 

中内（司会） それでは菅原先生、ご発言をお

願いします。 

 

３．菅原淳一 主席研究員 

（１）ＷＴＯ体制の揺らぎ 

みずほ総合研究所の菅原です。本日は専門家

の皆さんを前にして、また、川瀬先生のお隣と

いうことで大変緊張していますけれども、少し

でも皆様のお役に立つお話ができればと考え

ています。 

まずＷＴＯ体制の揺らぎについて、私には

「国際経済や貿易の議論の場、国際経済秩序作

りの担い手としてのＧ７やＧ20 をどう評価す

るのか」とのご質問を頂きました。結論としま

しては、議論の場、議論の機会としてはＧ７及

びＧ20 は依然有効だけれども、ルールメーキ

ングや合意形成の場としての機能には既に大

きな疑問符が付いていると言わざるを得ない

と言えると思います。外務省はＧ７の特徴につ

いて、基本的価値を共有するＧ７首脳のリー

ダーシップにより国際問題に対応していくこ

とであると述べています。Ｇ20 との対比で言

うと、Ｇ７は基本的価値の共有、いわゆる同質

性（like-mindedness）が重要であって、それ

を基盤としてＧ７が結束して国際社会におい

てリーダーシップを発揮する役割が期待され

ていると思います。しかしながら、トランプ大

統領の登場だけに起因するものではありませ

んが、欧州等におけるポピュリズム政権の誕生

といったことも含め、このＧ７における同質性

そのものが低下しているということになれば、

当然これを基盤にしたリーダーシップも欠け

てしまうといった状況に陥っているのではな

いかと考えています。 

一方、Ｇ20 については、加盟国のＧＤＰが世

界の約８割以上を占めることが特徴であると

述べています。Ｇ７との対比で言うと、地理的

範囲や経済発展水準の違い等を含めてグロー

バルな社会における様々な国が入っており、い

わゆる代表性（representativeness）というと

ころにＧ７に比べて特徴があり、そのことに

よ っ て Ｇ 20 で 議 論 す る こ と の 正 統 性

（legitimacy）が確保されるということだと思

います。つまり、Ｇ７だけでやれば先進国だけ

の意見ではないか、何を勝手に決めているのだ

ということになるわけですが、Ｇ20 において

はこの代表性に由来する正統性によって、そこ

で決まったことについてはある程度世界の理

解が得られるというところに特徴があると思

います。しかしながらＧ20 の代表性に起因す

ることでありますけれども、政治的、経済的、

文化的、宗教的多様性又はその包摂性によって

意見調整が大変困難になるなど、Ｇ20 そのも

のがＷＴＯや国連のような形になってしまっ

ています。 

先ほど神田室長からも川瀬先生からもＧ20

大阪サミットのお話がありましたが、例えばデ

ジタル貿易に関してＧ20 大阪サミットにおい

ては、電子商取引やデジタル経済について議論

する「大阪トラック」が立ち上げられたのは皆

さんご存じだと思いますけれども、この大阪ト
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ラックという言葉はＧ20 サミット宣言には出

てこないのです。この言葉が出てくるのは、実

はＧ20 の機会に開かれた「デジタルエコノ

ミーに関する首脳特別イベント」においてです。

皆さん新聞やテレビ等でご覧になったと思う

のですが、議長の安倍総理を挟んで中国の習近

平国家主席と米国のトランプ大統領が肩を寄

せ合って、仲睦まじいというのか、ただ狭いだ

けなのかよく分かりませんけれども、座ってい

たあの会議で、Ｇ20 本体ではなく、特別イベン

トで発出された「デジタルエコノミーに関する

大阪宣言」の中に大阪トラックという言葉が盛

り込まれたのです。なぜＧ20 本体と切り離さ

れたかというと、このデジタルエコノミーに関

する大阪宣言にＧ20 メンバーであるインド、

インドネシア及び南アフリカが参加しないこ

とを決めていたからです。つまり、Ｇ20 であっ

ても大阪トラックの立ち上げについては結束

して宣言することはできなかったため、合意で 

 

みずほ総合研究所政策調査部 

菅原淳一 主席研究員 

 

きる国のみで特別イベントを開いて宣言した

のです。 

この特別イベントが開けたというのはまさ

にＧ20 が行われていたからであり、また、習近

平国家主席、トランプ大統領が出席したことに

よって米中首脳会談も開かれたわけであるこ

とから、議論の場や議論の機会を提供するとい

う観点からは、このＧ７及びＧ20 というのは

依然意味を持っていると言えると思います。 

しかし、ここで何か決めようということに関

しては、残念ながら、例えばＧ20 の宣言で言っ

ても先ほど川瀬先生からご紹介があったよう

に、ＷＴＯ改革については今後ＷＴＯでやりま

しょう、デジタル課税については経済協力開発

機構（ＯＥＣＤ）でやりましょうといったよう

に、他のフォーラムに投げている現状にありま

す。従って、ここで何か決めるというのはもは

や難しいのではないかというのが、悲観的かも

しれませんが、私の個人的な見方です。 

 

（２）米中貿易戦争 

 続いて、米中貿易戦争については、「相互の

依存関係が複雑に深まった米中関係を考えれ

ば、先端技術をめぐる覇権争いや経済関係のデ

カップリング、ひいては世界の経済圏の分断は

現実に起こり得るのか」、「米中を巻き込んだグ

ローバルサプライチェーンの経済合理性を否

定して、世界経済の運営や通商貿易の実施は可

能か」との質問を頂きました。 

この米中デカップリングは、今まさに日本の

産業界が最も気にしていることです。もしデ

カップリングが生じれば、北米と中国の市場の

双方で事業を行っている企業としては市場を

分断して管理しなければならなくなります。当

然のことながらサプライチェーンを分けなけ

ればいけないということになりますから二重

投資が生じるわけですし、場合によっては情報

の共有も許されないということで、管理部門や
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経営層においてもファイアウォールを設置し

なければいけなくなります。いわゆるグローバ

ルサプライチェーンによる全体最適が企業経

営としては成り立たなくなるため、このデカッ

プリングの問題がどうなっていくのかは、今企

業において最も重要な課題でありまして、私が

一番受ける質問もこのデカップリングは起こ

るのでしょうか、これに対応すべきでしょうか

という質問です。 

 これについて注目しておく必要があるのは、

米国の対中認識の変化です。米中貿易摩擦にお

ける関税合戦はトランプ大統領が引き起こし

ている側面が否定できないわけですが、しかし

ながらその根底にある米国の対中認識の変化

というものは一過性のものではないと理解す

べきではないでしょうか。今後、次の選挙、も

しくはその次の選挙で民主党の大統領が誕生

しようと、この米国の対中認識、対中脅威論の

深まりというものは変わらないと思います。ご

案内のように、対中脅威論が高まっていったの

はオバマ政権の頃からでありましたし、議会は

共和党よりも民主党が強くもっている状況に

あるわけです。従いまして、トランプ大統領が

過ぎ去ったら対中脅威論も去るというふうに

考えるのは間違いだろうと思います。やはり中

国の急速な台頭と、その異質性、国家資本主義

や政治的な権威主義等に対する米国国民の脅

威感そのものが高まっているため、従来の関与

政策、中国を国際経済秩序に参加させることに

よって中国の国内改革を求めていくといった

やり方自体が間違っていたのだという認識に

変わってきていると言えます。米国の対中認識

については、民主党のクリントンのときは「建

設的戦略的パートナーシップ」、共和党のブッ

シュの時は「責任ある利害関係者」という言い

方をされていたわけですけれども、トランプ政

権においては「戦略的競争者」（ストラテジッ

ク・コンペティター）や「現状変革勢力」（リ

ビジョニスト・パワー）といったような形で、

完全に自分たちとは違うのだ、敵であるという

認識に変化しています。このため、米中貿易戦

争について貿易面においては、一時休戦や暫定

合意の可能性は十分あると思いますが、その根

底にある技術・安保面における対中規制という

ものが変わることは恐らくないでしょう。今後

どんどん規制が強まっていくことはあれ、弱ま

ることはない、これは民主党政権になっても変

わらないと思います。従って、今後このデカッ

プリングというものが現実化する懸念という

のは十分にあると思います。 

 次に、神田室長のご質問の中で経済合理性を

否定してということがあったわけですが、経済

合理性が重視されているのであれば、そもそも

トランプ政権の通商政策は成り立ちません。経

済合理性というのは、正直言って今の政策立案

においては軽視されている状況にあり、残念な

がら、合理的ではないからやらないだろうとい

う我々の希望的観測はことごとく否定されて

きています。ブレグジットもそうでした。まさ

かないだろうということが生じているのが現

状です。もはや経済合理性が、安全保障やナ

ショナリズムといった他の価値によって上書

きされているという状況を我々は覚悟しなけ

ればいけないと思います。 

そうした中で、日本においても自民党議員を

中心に、「エコノミック・ステイトクラフト」

という言葉が最近話題になっていますけれど

も、日本の韓国に対する輸出管理の強化がエコ

ノミック・ステイトクラフトの一環なのではな

いかとの議論もあるわけです。それはどうか分

かりませんが、いわゆる経済的手段を使って安

全保障や上位の国益を実現していくやり方は、

これはもはや米国だけにとどまらないという

状況だと思います。このため、日本としてもこ

のエコノミック・ステイトクラフトにどう対応

していくのか、もしこれが好ましいものである 
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図表４ 米国の対中規制措置（投資・輸出管理・政府調達関連） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ総合研究所作成 

のであれば、日本としてこれをどう活用してい

くのかということを真剣に考えていかなけれ

ばならない時期に来ていると思います。 

 また、米国の対中規制措置で貿易以外の面に

ついては、2019 会計年度国防授権法の成立に

よって、投資面での「外国投資リスク審査現代

化法」（ＦＩＲＲＭＡ）、輸出管理における「輸

出管理改革法」（ＥＣＲＡ）、それから政府調達

における「889 条」といった様々な形で投資・

輸出管理の規制が強まっています（図表４参

照）。この傾向は残念ながら変わりません。  

2019 年秋以降、ファーウェイ等はエンティ

ティ・リストに入ってどんどん取引制限が強

まっていくということでありますし、新興技術

等に関する定義や規制が整備されていくこと

になれば、こうした技術面からのデカップリン

グが起こっていくことは十分覚悟しておかな

ければいけないと考えています。 

 

（３）日韓の経済外交上の課題 

 最後に日韓関係については、「国交正常化後

最悪とさえ言われる日韓関係の中で、日本産水

産物等の輸入規制、韓国向け安全保障輸出管理

の厳格化等により、日韓の経済関係も悪化すれ

ばＴＰＰ11 の拡大、ＲＣＥＰ交渉、日中韓ＦＴ

Ａ交渉など、日本の経済外交の推進に必要な基

盤も著しく損なわれるのではないか」というこ

と、反対に「日韓の経済外交上の利益の共有は

関係悪化を食い止め、反転させる力になるのか」

とのご質問を頂きました。まず私は韓国の専門

家ではないということを申し上げた上で、基本

的に日本の通商戦略を見ている者の視点から

ということでお答えさせていただきます。 

通商戦略に限って見た場合には、少なくとも

2000 年代以降は、韓国が日本との利益の共有

や協力というのを重視したという節は見られ

ません。むしろ、韓国としては日本にいかに勝

つか、日本よりいかに優位に立つかという視点

で通商戦略を立案してきたように見えます。韓

国は、自国をアジアのハブ、アジアのゲート

ウェイとして使ってもらうために、韓米、韓Ｅ

Ｕ、韓中といった主要国との２国間ＦＴＡを結

び、韓国がハブとなり、米国企業等がアジアビ

ジネスをする時には、このＦＴＡを使って韓国

を拠点として、また、韓国をゲートウェイとし

てビジネスを行うといったＦＴＡ戦略をとっ

てきました。 

さらにその他の国に関しても、韓国がペルー
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とのＦＴＡを結んだ際に、日本に先んじること

で優位に立てると韓国が喧伝していたという

ことがあったのですが、市場規模から考えてさ

ほど大きくないところであっても、韓国は先占

効果を重視し、日本より先にＦＴＡを結ぶこと

によって、日本がＦＴＡを結ぶ前にその国の

シェアを奪っておこうということがありまし

た。日本企業が巻き返すということを防ごうと

いうのがこの先占効果であり、韓国は完全に日

本をライバル視していました。従いまして、日

中韓ＦＴＡ交渉の開始においても、実は韓国は

日本とはやりたくないと消極的だったわけで、

実際に日韓ＦＴＡは未だ宙に浮いたままの状

況にあります。日本とＦＴＡをやることは、対

日貿易赤字が拡大するだけで、せっかく築いた

ハブやゲートウェイの地位の喪失につながる

ものだからやりたくないのだという感じがあ

りました。こうしたことから、当初ＴＰＰにも

入りたくないと言っていたわけです。これを説

得したのが実は中国であると言われておりま

して、中国が韓国をなだめて、そう言わずに日

中韓をやろうよという感じだったのです。ご案

内のように、ＲＣＥＰ交渉が始まったのも、

2011 年の日中の共同提案によって交渉が始

まっているわけです。従いまして、通商戦略上、

日本との利益を共有しているのは、実は韓国よ

りも中国という側面があり、残念ながら日韓の

経済外交上の利益の共有は関係悪化を食い止

め、反転させる力になるのかというと、その前

提である利益の共有そのものが難しいのでは

ないかというのが、あくまでも通商戦略から見

た私の答えです。 

その背景にあるのはやはり日韓関係の構造

的な変化です。韓国の貿易総額に占める対日貿

易の割合について、例えば 1988 年は輸入で見

ると韓国の貿易総額の３割以上が日本との貿

易だったのですが、現在は 10％まで低下して

います（図表５参照）。その分はどこに向かう 

図表５ 韓国の対日貿易割合(対貿易総額比) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほ総合研究所作成 

 

のかと言えば、米国であり、中国であります。

かつて雁行型発展形態と言われていた時には、

日本は韓国の兄貴分ということで、ひょっとし

たら日本にはいまだにそういった気分がある

のかもしれませんが、韓国からすればとっくに

日本というのはライバルであり、一部では既に

勝っている国との認識があるのだと思います。

この国とどう付き合っていくかというのは、こ

れまでのやり方では難しいと思います。大変駆

け足になりましたが、以上です。 

 

４．ディスカッション 

中内（司会） 両先生、ご発言ありがとうござ

いました。第１セッション全体を通して神田室

長からコメントまたは両先生に対する改めて

のご質問等がありましたらお願いします。 

神田 先生方ありがとうございました。川瀬先

生は最後に韓国に対する安全保障輸出管理の

ご説明のところで、もう少しこの点補足してお

きたかったと思われることがありましたら、ご

発言をいただければと思います。 

川瀬 ＧＡＴＴ21 条に関してもし一言申し添

えるということでしたら、そこの認識は私と菅

原さんで違うようなのですが、少なくとも国際

通商をやっている側で、21 条を楽に実証でき

るとは誰も思っていません。21 条については
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パネルの判断がたった１件しかない条文です

し、ほとんど実例もありません。また、やはり

適用範囲につき案外特定的な書き込みで、そこ

に投影されている安全保障の概念も古いので

す。もちろんこれは日本のやっていることがで

たらめだということを申し上げているわけで

はなく、先ほど申し上げたとおり、安全保障貿

易管理上、日本の措置が適正なものであったと

しても、21 条自体がそもそも現代に適合して

いない条文である可能性があって、正当化でき

ない可能性は残る、ということです。そのよう

な緊張感を持ちながら丁寧に訴訟を進めてい

かないと、韓国に足をすくわれかねません。そ

ういう危機意識を持っているというふうにご

理解をいただければ幸いです。 

ちなみに、『東洋経済オンライン』（川瀬剛志

「日本政府は韓国の輸出規制を再考すべきだ」

（2019.7.13））でも書いておりますが、きちん

と戦略性を持って 21 条の限界を知った上でや

らないと、先ほど申し上げたような輸出管理レ

ジームとＷＴＯの潜在的な緊張関係を露わに

することになるでしょう。国際社会に対する責

任について日本が非難を受けることになりま

すよということを、政府・与党は承知した上で、

緊張感を持ってやっていただきたいと思いま

す。 

神田 ありがとうございました。それから菅原

先生は第１セッションの最後のところで、経済

合理性ではなくて安全保障やナショナリズム

など、そういったさらに上位の概念、あるいは

利益の追求のために例えばエコノミック・ステ

イトクラフトのような考え方も進められてい

るとのつながりを説明していただきました。そ

うした中で、日本として、表の議論として自由

貿易の追求やメガＦＴＡを追求するような路

線、これはこのまま続けていくということと、

米中経済圏の分断といったエコノミック・ステ

イトクラフト的な要素への対応、そのあたりの

使い分けといいますか、企業の方はサプライ

チェーンやファイアウォールの話を心配して

いるということだったのですが、これから留意

していくべき点についてもう少し深掘りをさ

せていただければと思います。 

菅原 ありがとうございます。大変難しいご質

問ですが、今使い分けという言葉がありました

が、使い分ける必要はないと私は思っています。

というのは、それを主張することこそが日本に

とって最大の武器なのだろうと思います。川瀬

先生から詳しくご説明があったように、米国の

鉄鋼・アルミニウムの輸入制限措置に対するリ

バランスについて、ＷＴＯ協定上かなり怪しい

措置を他の国もとっているというような状況

の中、日本がどうやって国益を追求していくの

か、その際に何が基盤になるのかという時に、

やはりこれはグローバルな生産体制の維持や

経済合理性に基づく理屈というものが基盤に

なります。それらを掲げていくことこそが、経

済合理性を無視している人たちに対する対抗

的な価値になるわけであり、そこは使い分ける

必要はなく、むしろそこを高く掲げていくこと

こそが日本の利益につながることであろうこ

とは間違いないと思います。 

ただし、残念ながらその際に安全保障はどう

なるのだと言われたとき、これはなかなか難し

く、例えば５Ｇの問題です。米国はファーウェ

イを排除しようとしており、他の国々に対して

もファーウェイを政府調達から排除しろと求

めているわけですが、これに対する各国の反応

はバラバラです。米国と諜報活動上の情報等を

交換しているいわゆる「ファイブアイズ」の国

の一部ですら、自分たちの判断でファーウェイ

を使うかどうかを決めると言っているが、米国

としてはファーウェイ製品が使用されること

に懸念があります。従って、各国は踏み絵を迫

られる可能性があり、米国に同調してファー

ウェイを排除するのか、それともファーウェイ
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を使うことによって米国との情報交換の制限

もやむなしとするのかということです。その時

に、経済合理性ではファーウェイを使うことな

のだけれども、安全保障上で言うと米国との関

係を無視できないとなった場合には、やはり米

国を取らざるを得ないということになるので

はないでしょうか。ファーウェイはあくまでも

一例ですが、技術・安全保障上の利益を基盤と

したデカップリングという方向に行ってしま

うのではないかということが危惧されます。 

日本は、米国に同調する方向で対応しており、

これは政府だけでなく、企業も同じです。日本

政府も米国同様に国内規制を強化するのでは

ないかということです。これが国際レジーム上

の規制になるとすれば、グローバルの規制に

なっていくこととなり、グローバルにデカップ

リングというものが進められるということに

なってしまいますので、こうなった時にどうす

るかというのは、正直私としては答えを持ち合

わせていません。企業としてはこの状況に備え

てサプライチェーン、バリューチェーンの再構

築を頭の体操として始めておくべきだという

ことだけ申し上げておきたいと思います。 

理想を言えば、日本としてはそうならないよ

うに米中の懸け橋になることを目指すという

ことになるのですが、それをどのように実践す

るかは極めて難しい問題です。 

神田 ありがとうございました。 

中内（司会） それではこれで第１セッション

を終了します。 
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講演録Ⅱ 日本の経済外交をめぐる課題と 

今後の対外通商政策の在り方 

― 第２セッション「日本の通商政策」 ― 

 

 

川瀬 剛志 

上智大学法学部教授 

菅原 淳一 

みずほ総合研究所政策調査部主席研究員 

神田  茂 

参議院外交防衛委員会調査室長 

中内 康夫（司会） 

参議院外交防衛委員会調査室首席調査員 

 

 

 

中内（司会） では引き続き、第２セッション

「日本の通商政策」をテーマとしていますが、

こちらを開始します。それでは、まず神田室長

から、冒頭の問題提起のご発言をお願いします。 

 

１．神田茂 調査室長（論点提起） 

（１）ＦＴＡ／ＥＰＡ交渉の推進 

 では第１セッションと同様に、私からまず発

言をさせていただきます。今まさに菅原先生か

らも日本が掲げていくべきとお言葉を頂きま

したＦＴＡ／ＥＰＡ交渉の推進について申し

上げます。ルールに基づく多角的な貿易体制は、

自由で公正な貿易を推進、拡大するものであっ

て、世界経済の成長の鍵となり、そしてグロー

バルな経済活動のための安定的かつ円滑なビ

ジネス環境を提供し、維持するために不可欠な

ものといえます。ＷＴＯによる多角的貿易交渉

が停滞するとともに、欧米諸国、それから主要

経済国が、二国間、複数国間の物品サービス貿

易の自由化を図る自由貿易協定（ＦＴＡ）ある

いは経済連携協定（ＥＰＡ）の締結を進めてき

ました。ＦＴＡの締結が加速される中で、域内

貿易のさらなる均一化とサプライチェーンの

一層の効率化に資するものとして、広域な経済

連携協定、いわゆる「メガＦＴＡ」の構築が模

索されています。日本は米国のトランプ政権が

「ＴＰＰ12」協定から離脱した後も自由貿易の

拡大、あるいは経済連携の推進を通商政策の柱

としてメガＦＴＡ交渉を進めてきました。米国

を除く「ＴＰＰ12」署名国より、「ＴＰＰ11」

（「ＣＰＴＰＰ」と同様。以下同じ。）交渉を進

め、日ＥＵ・ＥＰＡ交渉を進め、両協定を既に

発効させ、そして今ＡＳＥＡＮプラス６か国に

よる包括的なＦＴＡであるＲＣＥＰの交渉を
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進めています。そして日中韓のＦＴＡ交渉にも

取り組んでいるというところです。2002 年に

自国で初めてシンガポールとの間でＦＴＡを

締結した、いわば後発国であった日本が、2019

年９月の時点ではアジア太平洋、あるいはヨー

ロッパ、東アジアに及ぶ広域な経済連携の形成

に全て関与しているということで、2002 年の

頃のことを思い出すと、当時は思いもよらな

かったような状況が今生じています。 

 こういった状況を踏まえて、お２人の先生方

には次の論点を提起したいと思います。まず菅

原先生に対してですけれども、米国がＴＰＰ12

を離脱した後も、日本はＴＰＰ11、あるいは日

ＥＵ・ＥＰＡのようなメガＦＴＡの締結を推進

してきました。これが世界、あるいはアジア太

平洋地域の経済秩序作り、そして今も進められ

ているＲＣＥＰ交渉においてどのような役割

を果たすとお考えなのかということです。ＴＰ

Ｐ11 あるいは日ＥＵ・ＥＰＡ自体への評価に

ついても併せてお聞かせいただければと思い

ます。 

 また川瀬先生には、このＦＴＡ／ＥＰＡ、と

りわけ主要な経済国同士のＦＴＡ、あるいは多

数の国や地域を包含する広域な経済連携協定

であるメガＦＴＡによる貿易自由化交渉は、今

後のＷＴＯにおける世界の貿易ルールの策定

あるいは国際経済法に対してどのような役割

を果たすと思われるのか、この点を提起させて

いただきます。 

 

（２）日米貿易交渉 

 次に、９月 25 日の日米首脳会談を機に共同

声明が発出され、一定の進展を見せた日米貿易

交渉について申し上げます。米国のトランプ政

権は、ＴＰＰ12 から離脱をした後、二国間のＦ

ＴＡ、自国に有利な二国間ＦＴＡを追求する中

で、米韓ＦＴＡを改定させ、そして北米自由貿

易協定（ＮＡＦＴＡ）の見直し交渉を進めて、 

 

参議院外交防衛委員会調査室 

神田茂 調査室長 

新しい協定（ＵＳＭＣＡ）に署名するに至って

います。特にこのＵＳＭＣＡ、すなわちカナダ、

メキシコ、米国による新協定については、自動

車や自動車部品の原産比率や、自動車の輸出数

量規制、それから通貨政策すなわち為替政策を

管理するための為替条項、そして中国を想定し

ているといわれる「非市場経済国」とのＦＴＡ、

これらの内容が盛り込まれて、日米貿易交渉へ

の影響も非常に懸念されたところです。日本は

トランプ政権が発足した後も、米国のＴＰＰ復

帰を求めてきましたけれども、2018 年９月の

日米首脳会談で「日米物品貿易協定」（ＴＡＧ）

交渉を開始することで合意しました。そしてこ

の「ＴＡＧ」交渉について、日本政府は当時、

これまで締結してきた包括的なＦＴＡとは全

く異なるものであるとし、それから農林水産品

についてはＴＰＰの水準が譲歩できる限度で

あるとした上で、日米の協議が行われている間

は日本車に対する通商拡大法 232 条に基づく

追加関税が課されることはないという説明を

行っています。一方、米国は 2018 年の 10 月の

ペンス副大統領の演説、これは対中強硬演説と

して有名ですけど、日本との貿易交渉について

も、日本との「ＦＴＡ交渉」を始めると発言し、

パーデュー農務長官が主要農産物に対する日

本の関税引下げはＴＰＰ水準以上を求めると
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発言をしました。そして米国通商代表部（ＵＳ

ＴＲ）が議会に通知した対日貿易交渉の目的

（22 分野）の中で、今後の貿易交渉について

「米日貿易協定」（ＵＳＪＴＡ）交渉と表記し、

交渉範囲には自動車貿易の改善や農産物の関

税引下げにとどまらず、通信や金融等のサービ

ス貿易、薬価制度、為替問題に関する事項が盛

り込まれ、新たな二国間交渉について日米の認

識の違いが指摘されました。そして今年９月

25 日、日米両首脳は「日米貿易協定」と「日米

デジタル貿易協定」の最終合意を確認する共同

声明に署名しました。主な合意としては、米国

向けの乗用車・自動車部品の関税撤廃は継続協

議とされた上で、米国通商拡大法 232 条に基づ

く日本車への追加関税の回避を確認するとい

うこと、そして米国産牛肉や豚肉の関税を、Ｔ

ＰＰ加盟国と同率に引き下げるということで

す。そして、米国産コメの無関税枠の輸入枠に

ついては導入を見送ることなどが挙げられて

います。協定の正式な署名は、今後両国がそれ

ぞれの法的な確認を終えた後に行われ、日本政

府は 10 月に召集される国会（臨時会）に協定

の国会承認を求める議案を提出するというこ

とが報じられました。現時点で、政府（ＴＰＰ

等政府対策本部等）からは、日米共同声明に加

え、日米貿易協定の概要等が公表されています

が、本日はこれらの情報を基にしたお話とさせ

ていただきたいと思います。 

 このような状況を踏まえて、これからお２人

の先生方に論点を提示させていただきます。ま

ず菅原先生に対しては、日米合意についてです。

日本がかつて署名したＴＰＰ12、あるいは既に

発効しているＴＰＰ11、そして日ＥＵ・ＥＰＡ

の内容を踏まえて、どのような評価をされるの

かということです。それから、日本はＴＰＰ11

や日ＥＵ・ＥＰＡの内容を、米国との交渉に活

かすことができたのかということです。それか

ら、既に発効したＴＰＰ11 について、これは米

国が抜けたということもあって、その内容をい

かに整理していくのかということがあるかと

思います。例えば牛肉のセーフガードの発動水

準の問題、これは米国込みで設定をしています

けれども、日米貿易交渉合意の見込みが報じら

れた時点で、例えば豪州がセーフガードの発動

水準について見直し交渉に応じることには消

極的だという姿勢を早速に示したことが報じ

られており、既に発効したＴＰＰ11 との関係

や、その中での決め事の整理についても言及し

ていただければと思います。 

 それから川瀬先生に対しては、次の点を申し

上げたいと思います。米国が日本車（乗用車）

に対する現行 2.5％の関税について、今回の合

意内容では、今後継続して協議となって、すぐ

に引き下げられたり撤廃される訳ではありま

せん。日本がこれまで締結したＦＴＡの水準で

は、貿易額ベースで 90％の自由化という目安

があります。ＧＡＴＴ第 24 条の定める「実質

上の全ての貿易」の自由化に、自動車関税の引

下げ・撤廃抜きの日米協定が当たるのかどうか

ということです。これらについて言及いただけ

ればと思います。それから、そういった合意内

容が、そもそもＷＴＯ協定のいうところの地域

貿易協定（ＲＴＡ）の位置付け、それから今後

のＦＴＡ交渉における日本の立場を損ねるこ

とにはならないのかという点を合わせて提起

させていただきます。そしてもう一つの柱です

けれども、川瀬先生に対して、米国が通商拡大

法 232 条に基づいて、安全保障を理由に輸入車

への追加関税を検討しているということがＷ

ＴＯ協定に整合的であるのかということを提

起します。そもそもＷＴＯ協定では、譲許関税

率を超えて関税を付加するということは例外

的な状況を除いて協定違反であるとされてい

ます。違法な措置を背景に交渉の合意を迫るこ

と自体が、ＷＴＯ協定に反するのではないかと

いう点も問われます。そして、ＷＴＯ協定違反
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の疑いがある輸入車関税の回避を最優先させ

た日本政府の判断が妥当であるのか、これらに

ついて問題提起をさせていただきたいと思い

ます。私からは以上です。 

 

中内（司会） それでは神田室長からの問題提

起を受けまして、今度はまず菅原先生からご発

言をお願いします。 

 

２．菅原淳一 主席研究員 

（１）ＦＴＡ／ＥＰＡ交渉の推進 

 まずＦＴＡ／ＥＰＡの推進について、「これ

までのメガＦＴＡが世界やアジア太平洋地域

の経済秩序作りにどのような役割を果たすと

考えるか」というご質問を頂きました。これに

ついては川瀬先生のご指導の下、私もいろいろ

書いてきたのですが、やはりＴＰＰや日ＥＵ・

ＥＰＡなどのメガＦＴＡは、これからのアジア

太平洋地域における、あるいはＷＴＯの下でも

グローバルな通商秩序作りの基盤になるとい

うことがあります。今後の秩序作りのひな型、

あるいは参照基準といったように位置付ける

ことができると考えています。ですので、例え

ば今回の日米貿易交渉も、更にはＵＳＭＣＡも、

ＴＰＰをどこが上回っているのか、どこが下

回っているのかというような見方をしますし、

ＲＣＥＰ交渉においても、どこがＴＰＰマイナ

スなのかといった観点から判断するという方

向に、メディアもそうですし、我々もおのずと

そうなっていくことだと思いますので、やはり

このＴＰＰが一つ大きなひな形になっていく

ということかと思います。 

なぜそうなのかと言いますと、先ほど川瀬先

生からあったように、ＷＴＯ交渉が停滞しつつ

ある状況で、やはり貿易・投資の自由化やルー

ル作りというものがメガＦＴＡに移っていっ

た歴史の中で、結局ＴＰＰはこのＷＴＯ発足以

降の 20 年強、今日まで入れますと四半世紀と

いうことになりますけど、その中で作られた自

由化水準やルールの水準における一つの集大

成と位置付けることができると思うのです。従

いまして、それ以降、ＵＳＭＣＡも含めて、こ

のＴＰＰを土台に何を付加していくのかとい

う形で議論が行われています。おそらく今後、

ＲＣＥＰもそうですけど、ＦＴＡＡＰ（アジア

太平洋自由貿易圏）などの議論をする際にも、

当然このＴＰＰというのはひな形もしくは参

照基準になっていくことかと思います。 

日ＥＵ・ＥＰＡについては、やはり米国とＥ

Ｕの哲学的な差が表れていますので若干相い

れないものがあります。最近ではＣＰＴＰＰと

日ＥＵ・ＥＰＡを一つの大メガＦＴＡにしてい

くべきではないかという議論もあって、それは

確かに素晴らしいアイデアであり、進めていく

価値があるとは思うのですが、実際やろうとす

ると官僚の皆さんはかなり擦り合わせに苦労

されるのではないかなという気はしています。 

例えば、やはりＴＰＰというのはベトナムや

ブルネイなどを含んでいることもありますの

で、しかもやはりアジア太平洋の価値に基づい

ていて、かなり米国の価値が反映されていると

ころがあるわけです。それに対して日ＥＵ・Ｅ

ＰＡの方は、日本とＥＵという先進国同士のＥ

ＰＡということもあって、例えば補助金の規律

や競争政策の規律についてはＴＰＰより一部

日ＥＵ・ＥＰＡの方が上回っていることもあり

ますし、ご案内のようにＩＳＤＳ（投資家と国

との間の紛争解決）については根本的な違いが

あるわけです。従いまして、こういった部分的

な要素については今後、いわゆる「競争と協調」

と呼んでいますけれども、何が支配的なルール

になっていくのかというところで、一つ仲間作

りが行われていく状況と思いますが、基本的に

はひな形として機能していくことかと思いま

す。 

図表１にメガＦＴＡの３つの意義として、こ 
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図表１ メガＦＴＡの３つの意義 

（出所）みずほ総合研究所作成 

 

れは私はどこでも申し上げているのですが、基

本的には高水準の自由化によって巨大な経済

圏を構築し、共通ルールによる域内市場の一体

化が図られること、これを経済的な意義として

日本は進めてきました。メディア等で報じられ

るときはどうしても 1 番目の自由化の方に焦

点が当たりがちなのですが、やはりメガＦＴＡ

の最大の利点は２番目にありまして、特にＷＴ

Ｏのルールに上乗せする、ＷＴＯプラス、ＷＴ

Ｏでは十分に規定されていないルールを作る、

ＷＴＯエクストラといったような高度なルー

ルを日本が主導して作っていくことです。経済

産業省がルールテイカーからルールメーカー

へという標語を掲げたこともありましたけど、

やはり日本企業、もしくは日本というのは、ス

ポーツの世界もそうですけれども、作られた

ルールにどう適応するか、その中でどうやって

世界のトップに立つかというところは得意と

してきたわけです。日本がトップに立った途端

にルール、土俵そのものをひっくり返されて煮

え湯を飲まされるという経験を繰り返してき

ました。やはりここはルールメーカーになるべ

くメガＦＴＡを推進してきたということであ

りますので、今後もこのＴＰＰ等を基準に、Ｗ

ＴＯ等でのルール作りも進んでいくことかと

思います。 

最後に、こうした二本柱が日本の成長戦略と

も相まって、日本のＦＴＡ戦略の中心となって

進めてこられたわけですけれども、やはり近年、

特にトランプ政権の成立以後は、もう一つのメ

ガＦＴＡの意義として、保護主義的動きへの対

抗ということが出てきたかと思います。ここで

は米国の通商政策転換を促す環境整備という

ように、やや曖昧な表現を使っていますけれど

も、有り体に言えば、米国が入っていないメガ

ＦＴＡを進めることによって、米国に不利な環

境を作りだし、米国国内におけるトランプ政権

の通商政策の転換を求める声を高めていこう

と、そういったことであります。その結果の一

つが、今回の日米貿易交渉だったわけです。後

ほど申し上げますけど、ＣＰＴＰＰと日ＥＵ・

ＥＰＡが発効したということが米国の焦りを

生んで、日米貿易交渉は開始からわずか６か月

も経たず、今年４月からの交渉開始で９月に最

終合意ですから、これだけのスピード感を持っ

て合意されたのです。ＴＰＰという土台があっ

たとはいえども、ここまで短期間で交渉が終

わった一つの理由には、やはり日本がメガＦＴ

Ａをうまく使ったということが言えるのでは

ないかと思っています。 
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（２）日米貿易交渉 

 ２番目は日米貿易交渉でありますが、これに

ついては先ほど数時間前にやっと最終合意の

概要が明らかになったところですので、資料は

あまり使わないでご説明をさせていただきま

す。まず今回の評価、これは川瀬先生とかなり

違うかもしれません。また、政府に甘いかもし

れません。私としては、午前中も幾つかの新聞

等にコメントしてきたのですが、政府に対して

は、合格点が 60 点なら 60 点という形で、ぎり

ぎり合格点だろうと申し上げています。 

なぜかと言いますと、それは昨年９月の日米

共同声明を根拠にしているからでありまして、

そもそも日本がなぜ米国とのＦＴＡ交渉に

入ったのかということです。ＦＴＡ交渉と言い

ますが、ＷＴＯ協定にはＦＴＡ（自由貿易協定）

という言葉はありません。だからＲＴＡ（地域

貿易協定）なのだという議論等は置いておいて、

この合意はＦＴＡなのですが、実際に今回政府

から出たのは「日米貿易協定」ということです。

ＴＡＧはどこへ行ったのだという感じなので

すが、要は米国がＴＰＰに復帰するのが日本に

とって最善策と安倍総理が言い続けていたに

もかかわらず、二国間交渉に入ったその最大の

理由は、やはり 232 条措置、自動車・同部品に

関する輸入制限措置をどう回避するかという

ところが大きくあったわけです。しかし、そこ

で交渉に入ってしまうと当然のことながら農

林水産物セクターからＴＰＰ以上の自由化を

米国から求められるのではないかという不安

の声が強くあるわけですから、従って昨年の日

米共同声明においては、その２つのことを担保

したわけです。農林水産物については、日本の

既存のＥＰＡにおける市場アクセス水準を最

大限とするということです。そして交渉中は、

本共同声明の精神に反する措置の発動、すなわ

ち 232 条措置は適用しないということです。こ

の２つが確保できたからこそ、日本としてはこ

の交渉を始め、今回合意に至ったということで

ありますので、所期目標は達成できたと私は判

断しています。従って、何とか合格点というこ

とです。 

しかしながら、ここで大きな留保を付けさせ

ていただきたいのは、今回の合意はあくまでも

第１段階の合意にすぎないということです。今

日の米国の発表、ＵＳＴＲやホワイトハウスの

声明を見ていただければお分かりになるので

すが、「first-stage initial tariff agreement」

と書いてありまして、第１段階の初期協定に過

ぎないことを明確に言っているわけです。しか

も、今回の日米共同声明においては、協定発効

後４か月間コンサルテーションした後に、第２

段階の交渉、包括的なＦＴＡに向けた交渉を開

始すると明記されているわけです。ですから、

この点につき、政府サイドが過去の国会答弁と

どう整合性を取るのかということに注目して

います。 

従いまして、第１段階は何とか合格なのです

が、正直申し上げて、米国が最も欲しかった牛

肉・豚肉のカードをここで切ってしまったわけ

です。牛肉・豚肉のカードを切って 232 条の発

動を免れたということですから、では第２段階、

米国から、先ほど神田室長からあったように、

為替条項や薬価の問題、更にはおそらく今回取

れなかったコメや乳製品など、そういったこと

を米国は取ろうとしてくるわけです。そのとき

に日本に残っているカードは何なのかという

ことを考えると、第２段階の交渉は相当厳しい

交渉になります。第１段階で合格点を付けてお

きながら何だというふうに言われてしまうの

ですが、あくまでも今日この時点で合格点ぎり

ぎりなので、将来的なことを考えれば、私とし

ては悲観せざるを得ません。 

今回、米国との合意は、はっきり言って極め

て限定的です。パーデュー農務長官が言ってい

た農業の先行合意に近い内容になっていると
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言っていいと思います。今回日本は、工業製品

のうち有税品目について、一品目たりとも譲許

していません。既存無税であるものを含め、最

恵国待遇（ＭＦＮ）税率が適用されるわけです

から、工業製品については何も譲許していない

に等しいわけです。そんな協定を結んだという

ことですので、日本としてもあまり米国のこと

を責められないのですが、米国としてはとにか

く議会を通すと時間がかかるので、議会承認が

要らない協定にする必要があったのです。その

とき、いわゆる貿易促進権限（ＴＰＡ）法の 103

条の a 項を使ってやるということをここで通

知しました。 

さらに、デジタルの分野についてはエグゼク

ティブアグリーメントとすることで、つまりは

行政協定ですので議会承認は必要としないと

いうことです。デジタル貿易について言えば、

発表された概要を見れば基本的にＵＳＭＣＡ

がそのまま日米合意になっていると見ていい

と思います。このＵＳＭＣＡのデジタルチャプ

ターは、基本的にＴＰＰプラスアルファなので

す。プラスアルファの部分が幾つかあって、例

えば、いわゆる日本でＴＰＰ三原則と呼ばれて

いる越境データフローの自由、そして、データ

ローカライゼーション、サーバー設置義務要求

の禁止の２つに関しては、ＴＰＰでは金融機関

が除外されていました。これは米国議会から文

句が出て、ＵＳＭＣＡでは金融機関も対象に含

めましたが、今回の日米合意でも金融機関は除

外されていないようです。さらにもう一つ、Ｔ

ＰＰ三原則の３つ目、ソース・コード開示要求

の禁止については、ＵＳＭＣＡではソース・

コードに加えてアルゴリズムも開示要求が禁

止されていましたが、今回、日米合意でもアル

ゴリズムが入りましたので、基本的にはＵＳＭ

ＣＡをそのまま日米合意にしています。 

これについては米国が 22 項目の包括的な交

渉目的（図表２参照）を議会に提出しており、

その中に関係する項目が５項目あるのですが、

この５項目とも基本的には今回の日米デジタ

ル貿易合意に入っていますので、基本的には米

国の要望に沿ったものであります。日本として

も正直申し上げて米国と利害が不一致なとこ

ろはあまりなく、これでいいだろうということ

で、おそらくこれを基に大阪トラックやＷＴＯ

との議論を進めていく形になるだろうと思い

ます。 

米国のＴＰＡ法にはいろいろ書いてありま

すが、大統領は関税を修正してもいいという規

定があります。ただし、現行関税率が５％を超 

 

図表２ 米国の「対日貿易交渉目的」の概要 

（出所）USTR, United States-Japan Trade Agreement (USJTA) Negotiations; Summary of Specific Negotiating 

Objectives, December 2018 より、みずほ総合研究所作成 
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える品目については、それを半減させる以上の

ことをしてはならないと書いてあります。です

から裏を返せば、現行５％以下のものについて

は大統領権限で関税が撤廃できるということ

です。従いまして、今日、経済産業省から発表

された、日米貿易協定における米国側の工業品

に関する合意の詳細をご覧いただきますと、こ

こに含まれている関税撤廃品目は全て現行関

税率が５％以下で、５％を超えるものについて

は全て半減と書いてあります。つまり、この規

定を超えない、これを超えてしまうと議会承認

が必要になってしまいますという形になって

います。 

 やはり今回、この合意に至ったのは、ＣＰＴ

ＰＰと日ＥＵ・ＥＰＡが発効していたことに

よって、日本市場において、特に牛肉・豚肉生

産者が他の競合国に比べて著しく不利な状況

にあったということです。例えば、日本の輸入

牛肉については、米国とＣＰＴＰＰ締約国でほ

ぼ 100％占めていますから、現在、ＭＦＮ関税

が適用されているのは事実上米国のみという

状況になっています。豚肉についても、米国と

ＣＰＴＰＰ締約国とＥＵでほぼ 100％ですか

ら、現在ＭＦＮ関税が適用されているのは米国

だけですので、この状況は一刻も早く解消した

いわけです。特に牛肉・豚肉は、米中摩擦にお

いても被害を被っていますし、しかも共和党の

支持基盤でありますから、米中もどうにもなら

ない、ＥＵも言うことを聞かない、ＵＳＭＣＡ

もなかなか議会を通らないという中で、日本か

らできるだけ早くこの果実を取りたいと、米国

としては焦りがありました。従って、これほど

限定的なＦＴＡでも、コメについても乳製品に

ついても何も言わない、ハード系チーズの関税

撤廃はＴＰＰ並みで日本から取ったけれども、

それ以外のところは今回はいいよと。とにかく

第１段階は牛と豚だけ取れればいいというぐ

らいの勢いで取ったのが事実ではないかなと

考えています。 

 今後、米国が昨年 12 月に議会に提出した対

日貿易交渉目的（図表２参照）に沿って交渉す

ることになりますので、日本としては物品貿易

についても農産物も含めて更なる関税の引下

げを求められる可能性がありますし、先ほど

あった薬価の問題等も入っています。細かいと

ころで言うと、例えば、環境保護の中にはクジ

ラの保護も入っていますから、なかなか難しい

問題、たくさん地雷が埋まっています。第２段

階はこれらを含め、更には為替条項や、非市場

経済国とのＦＴＡ条項、つまり中国とＦＴＡを

結ぶときにはきちんと米国に事前に相談しな

さいよという条項でありますが、こういったも

のも入ってくるということですので、基本的に

はＵＳＭＣＡを土台としていますから、かなり

日本にとって厳しいものになるでしょう。 

 最後に一つ付け加えるとすると、日米共同声

明においては、日米両国は、これらの協定、つ

まり日米貿易協定と日米デジタル貿易協定が、

誠実に履行されている間、両協定及び本共同声

明の精神に反する行動を取らない、また、日米

両国は、他の関税関連問題の早期解決に努める、

とされました。これは昨年９月の共同声明とほ

ぼ同文がもう一度再録されたという形になっ

ていますが、これに基づいて 232 条による自動

車と同部品に関する輸入制限措置はとらない

との確約がとれたということが政府見解です。

「これらの協定が誠実に履行されている間」と

書かれている限り、トランプ大統領が、もはや

第２段階の交渉が難航して協定が誠実に履行

されていないと判断すれば課せられるという

ことでありますし、今回の日米首脳会談が終

わった後のライトハイザーＵＳＴＲ代表の記

者会見においては、「現時点（at this point）

においては、この輸入制限措置は課さない」と

いう言い方をしているわけです。ですから将来

的に輸入制限措置を課さないことが確約され
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たわけではなく、やはり第２段階で再度繰り返

される心配があると見ています。そして、「他

の関税関連問題の早期解決に努める」というこ

とで、これは何が書いてあるか分からないわけ

ですが、私が考えるに、おそらく鉄鋼・アルミ

問題がここに含まれているのだろうと思いま

す。実際にカナダとメキシコについては、先ほ

ど神田室長からのＵＳＭＣＡのご説明にあっ

たように、国内手続に入る際に、米国に対して

鉄鋼・アルミの輸入制限措置を撤廃しろと言っ

て撤廃させたわけです。これについては確かに、

日本は鉄鋼アルミについては適用除外も多く

受けていますので、どれだけ実体的な悪影響を

受けているか、一部鉄鋼メーカーはひょっとし

たら苦労しているかもしれませんが、正直言っ

てマクロ的に見るとさほど影響はないという

ことです。だからいいのだということになるの

かもしれませんが、ただこういう貿易協定を結

ぶ相手に、追加関税を課したままでいいのか、

カナダとメキシコもそのことで文句を言って

相手に撤廃させたのに、日本は鉄鋼・アルミの

追加関税を受けたままでこの協定を結ぶのは

どうなのかという原理原則的な問題について

はどうするのか、といった問題は残ります。以

上です。 

 

中内（司会） どうもありがとうございました。

それでは次に川瀬先生、ご発言をお願いします。 

 

３．川瀬剛志 教授 

（１）ＦＴＡ／ＥＰＡ交渉の推進 

 まず１つ目の神田室長のご質問で、「国際経

済法上、あるいは今後のＷＴＯにおける貿易

ルールの策定に、ＦＴＡやＥＰＡ、あるいはメ

ガＦＴＡがどのような役割を果たすか」という

ことですが、これは菅原さんがおっしゃってい

るとおり、やはりＦＴＡ／ＥＰＡについては、

ＷＴＯでルールを作れないのかということで

す。ＦＴＡ／ＥＰＡは新しいルールのインキュ

ベーター、実験場になるということで、それが

ひな型になっていきます。特にそれが一番顕著

なのがデジタル分野と、それから国有企業です。

そしてあともう一つは、これは二国間では投資

協定がたくさんできているわけですが、これ、

例えばＴＰＰはまさにそうだと思いますが、広

域連携のＦＴＡの中で非常に先進的なルール

が取り込まれていて、こういうものが新しい国

際経済ルールのインキュベーターとしてＦＴ

Ａ／ＥＰＡで新しく作られます。そしてそれが、

先ほど菅原さんから「競争と協調」という言い

方がありましたが、その中でデファクト・スタ

ンダードのようなものでしょうか、多数派とし

てまとまったタイプのルールが世界標準に

なっていき、それがＷＴＯにおける新しい部分

の基礎になっていくということだと思います。 

しかし、一つ菅原さんと違うことを申し上げ

ると、私は、物事はそううまくいくのか、そこ

に大きなクエスチョンマークを付けていまし

て、それが一番顕著に出るのはデジタル貿易だ

と思っています。ＷＴＯにおけるデジタル貿易

ルールの交渉の状況について、米国は、ＴＰＰ、

ＵＳＭＣＡ、そして今回の日米の協定も、デー

タ移動の自由をかなり徹底しようとするスタ

イルを取ります。それに対して、日ＥＵ・ＥＰ

Ａをご覧になれば分かるとおり、日ＥＵの協定

にはデータ自由流通に関する規定を将来議論

することになっていて、書いていないわけです。

それから、中国は当たり前のごとくデータを国

外に出さないと、データを囲い込むということ

をやるわけです。中国にもしＲＴＡがあるとす

れば、やはりデジタル貿易に関しては、米国的

に言えば相当デジタル保護主義の内容になる

だろうと思います。ソース・コードの開示を国

が求めてはいけないという義務を定めるもの

に中国がサインをするわけがないです。そうい

う意味では、「競争と協調」とは言いながら、
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それが一つのＷＴＯにおいて、いくつかのモデ

ルを収斂していくときには、かなりレベルの低

いものにならざるを得ないということになり

ます。 

そういう意味では、これは国際法の世界で言

われる「断片化（fragmentation）」ということ

になるかと思います。国際法というのは、一般

の人たちは国際法というユニバースがあって、

その中に環境法があり、人権法があり、経済法

があり、それが全部調和されているはずだとい

うある種のユートピアを考えるわけです。しか

し、実際はそれぞれ、例えば貿易にせよ、環境

にせよ、人権にせよ、安全保障にせよ、役所言

葉で言うところの「司司（つかさつかさ）」と

いうものですが、縦割りになっていて、その間

の矛盾というか、調整はうまくいっていないわ

けです。まさに先ほど第１セッションにおける

安全保障貿易管理とＷＴＯの話もそうだと思

いますが、そういう状況が貿易の中でもＲＴＡ

の間で生まれてくるのです。つまり、今までは

国際法全体のユニバースの中で、分野ごとの縦

割りが断片化を起こすということを心配すれ

ばよかったのですが、通商というもっと限られ

た分野の中で、例えばデジタルならデジタルに

関して数パターンのルールが世界で共存して

相互矛盾を起こすという、そういう状況がこれ

からは生まれてくる可能性があるだろうと思

うわけです。 

 

（２）日米貿易交渉 

 日米貿易交渉に関する神田室長からのご質

問は、関税撤廃率の 90％ルールについてです

が、これは一応「自動車」を念頭にご質問が出

たので、そこだけでお答えいたします。 

まずＧＡＴＴ24 条の８項(b)を見ると、そこ

にはいわゆる自由貿易地域とはなんぞやとい

う定義があるわけです。それによれば、平たく

言えばＦＴＡ構成国間の実質上の全ての貿易

について貿易障壁を除去しないといけないと

いうことが書いてあります。では、「実質上全

ての貿易」というのは何％なのかということに

関して、先ほど神田室長から 90％という数字

が提示されました。実はＷＴＯの上級委員会の

判断では、随分古い 1999 年「トルコによる繊

維製品輸入制限事件」（ＤＳ34）で、これは当

時のＥＣトルコ関税同盟に関しての判断です

が、この「実質上全て」とは何かについての議

論した例があります。ここでは、一応「all（全

て）」と書いてあるから、「some（一部）」であっ

てはいけないけれども、「substantially（実質

的）」が「全て」の前に付いているのだから完

全に自由化でなくていいという、禅問答のよう

な解釈を示しただけで、では一体何％ならいい

のかということは、上級委員会はそのときも明

言せずに終わっています。あとはＷＴＯの地域

貿易協定委員会（ＣＲＴＡ）がありますが、そ

ういうところで、例えば何％を目安にというよ

うなガイドラインのようなものができている

かというと、それもありません。ＦＴＡによっ

ては、低いものだと、おそらく自由化率で８割

を切っているものもありますよね。しかも、そ

れを貿易量として金額ベースで計算するのか、

あるいはタリフラインベースで計算するのか

というところもばらばらでありまして、その意

味では、神田室長からは「貿易額ベースで 90％

に届かない場合」というご質問でしたが、90％

を切ったからといって、直ちにそれがＷＴＯ協

定違反だということにはならないのです。 

ただ、先ほどの菅原さんのお話を聞いている

と、日本は有税品目については譲許しない、米

国は現行税率５％を超えないものについては

半減に留めるということは、タリフラインベー

スによるとかなりの数の有税品目が残ってい

るということだと思います。おそらく自動車の

ことを心配するだけでなく、そちらも心配した

方がいいです。タリフラインベースで自由化率
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については、何％という数字はまだ出ていない

と思います。 

それが今後に対してどういう影響を及ぼす

かということですと、私は自動車のことだけで

もそう思うのですが、自動車以外にも多くの品

目に関税が残っているのだとすれば、日米の二

大経済大国がそこまで野心の低い自由化率で

ＲＴＡを作ったということは、相当「実質上全

ての貿易」との相場観を引き下げて、実質的に

ＧＡＴＴ24 条の意味がなくなってしまうこと

を日米二大経済大国でやったという意味にお

いて、これはインパクトが大きいというか、有

り体に言えば罪深い結果になるのではないか

とかなり心配します。24 条が空洞化してしま

うということです。つまり、そのときの政治的

な都合によって、自由化率、例えばタリフライ

ンベースで見ると 60～70％で先進国同士でＦ

ＴＡと称するものを作っても、これがＧＡＴＴ

24 条に整合的であると言って、この 24 条を、

ひいてはＧＡＴＴの重要原則である１条のＭ

ＦＮを実質的に空洞化させてしまうような、そ

ういう印象を受けるのです。これは後で菅原さ

んに、私の理解が正しいかどうかお答えいただ

きたいと思います。 

 また、「米国が 232 条に基づいて安全保障を

理由に輸入車への追加関税を検討しているこ

とは、ＷＴＯ協定に整合的か」という神田室長

のご質問に関しては、まず一つは、勝手に譲許

税率を超えて関税引き上げをするわけですが、

鉄・アルミも含めて、これをやればＧＡＴＴ２

条の関税譲許の拘束義務に違反するというこ

とは間違いないです。ということは、あとはＧ

ＡＴＴ21 条との整合性について、つまり米国

は安全保障目的というのですからこの例外で

正当化できるかということに関して言えば、こ

れは実は自動車に関する報告書はホワイトハ

ウスに随分前に上がっているそうですが、具体

的にそれがまだ公表されていませんので、どう

いうロジックかということは分かりませんの

で、現時点では明言できません。 

ただ、鉄とアルミニウムのときのことで申し

上げますと、米国としては国内の生産能力を維

持することが安全保障で必要な鉄やアルミを

確保するのに大事なのだという、要は国内産業

の保護が理由なのです。産業保護ですというロ

ジックをはっきり出しているわけです。自動車

に関しても似たようなロジックが報告書に書

かれていたとすれば、これは 21 条のどこに当

てはめて正当化するのかというのは、およそ考

えつきません。先日のウクライナとロシアの事 

 

調査室講演会・パネルディスカッション（2019 年９月 26 日） 
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件（ロシア・貨物通過制限事件」（ＤＳ512））

でも、パネルは、21 条のどこに入るのかという

ことについては客観的にパネルが審査すると

しています。米国は、俺がここで正当化できる

と言っているのだからここなのだ、と強弁して

いますが、パネルは、そんな議論はあり得ませ

んよ、ということをはっきり言っています。 

そしてもう一つ申し上げると、安全保障上の

重大な利益は何かということの説明義務につ

いてです。ウクライナとロシアの事件のときに

も、あれはウクライナでクリミア危機が実際に

発生して、どんぱちやって人が死んだりしてい

るわけです。そういう状況においてはその説明

義務は極めて低いとパネルは言っていますが、

今回のように、何か具体的な安全保障上の危機

がないときに、しかもモノは自動車です。こう

いう状況で制限するのだったら、よほど何か説

得的な安全保障上の重大な利益を米国が持っ

てきて説明をしなければ、おそらく 21 条は通

らないです。 

当初、米国は徹底的に出廷拒否で対応するら

しい、つまり、もう自分たちで説明できないの

は当然ＵＳＴＲも分かっている、と言われてい

ました（注：実際には意見書を提出し、パネル

会合も開催される模様）。もしそれが本当なら、

これは安全保障の問題であり、米国としては一

切そんなものに説明義務なんてないというこ

とです。おまえたちが判断するのは勝手だが、

我々は別に主張、立証はしないぞ、そういうロ

ジックでいくということではないでしょうか。

それに対してジュネーブ（ＷＴＯ）では、さす

がにやはりこれはひどいということで、そうな

ると 21 条の解釈適用がかなり厳しくなるので

はないかということです。そう考えたときに、

これはおそらくＷＴＯで議論されたときには、

米国は勝てないというふうに私は想像します。

それは翻って言うと、日本のフッ化水素等の制

限においても、日本にとってはあまり望ましく

ない方向に議論がいくわけですが、そういう状

況になってきているのです。 

 なお、特にこの鉄・アルミについて、あるい

は今回の日米の合意もそうなのですが、例えば

韓国はクォータを設定することで鉄・アルミの

追加関税から除外されました。それから、ＵＳ

ＭＣＡの批准が決まったところで、先ほど菅原

さんからの言及がありましたけれども、カナダ

とメキシコについては追加関税が撤廃されて

います。安全保障とは関係のないところで、こ

の措置の適用・不適用が決まっていることが明

らかなわけです。これらを勘案するに、当たり

前のごとく 21 条を、誠実審査（good faith 

review）と言いますが、乱用ではなく、米国が

これを安全保障上の真摯な利益追求のために

使っているかというところの審査で、これはも

う説明は付かないと思います。この「脅し」に

よる交渉でやるということ、安全保障例外を乱

用するということについては、もうこれはその

ことによって、しかも米国に有利な交渉の成果

が出ているわけです。これは非常に悪しき先例

であって、ＷＴＯにおける法の支配を大きくむ

しばんだということです。 

 では、日本政府の判断が妥当であったかとい

うことですが、これはどこを基準にして妥当と

するかですが、それで言うと、多国間通商シス

テム等の関係で見ればこれは最悪です。単なる、

米国は怖いですと、対米追従ですということで

す。ただ、そこでそういうことを政府に言うと、

恐らく皆さん烈火のごとく怒っていろいろな

反応が来ると思うのですが、自動車産業や日本

経済のインパクトを考えたときに、そんなきれ

いごとは言えない、日米安保同盟、特に北朝鮮

の問題、日韓関係が悪化したときに米国の機嫌

を取らざるを得ない、と言われるのかもしれま

せん。安倍総理とトランプ大統領は非常に関係

が良好だということですが、ある政府の方が

言っていましたけれども、こんなに日米関係が
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いいときはないだろうと言うのです。両国首脳

が非常に個人的に親密な状況で米国に対して

何かものが言えますかということです。そうい

う総合的な判断の中でこういう結果になって

いるのだとすれば致し方ないという見方がで

きるのかもしれません。ただ、多国間通商シス

テムとの関係だけ見れば、これは日米だけでは

なく、韓国もＵＳＭＣＡもそうですが、最悪の

選択だと思います。 

それでも日米のＦＴＡをやること自体は、今

朝まで私はいいと思っていたのです。なぜそう

思っていたかというと、米国がＴＰＰに最終的

に戻ってくる第１段階になればいいというこ

とです。この点については、菅原さんにもし別

の見方があれば教えていただきたいのですが、

ルール面ではほとんど新規性がなく、それはこ

れからということなのです。また、関税の引き

下げ等、非常に低い野心で折り合ってしまって

います。特に私が思ったのは、これはこの見方

で正しいかどうかは、これも菅原さんに教えて

いただきたいのですが、米国はやはり一番彼ら

が欲しかった牛肉、豚肉等をＴＰＰなしで取り

ました。他方で、一番嫌だった自動車を手付か

ずのまま持っています。そうなると、米国がＴ

ＰＰに復帰するインセンティブは、私は限りな

くゼロに近くなっているのではないかという

気がします。そういう意味においては今回の合

意は、それでもきっかけは 232 条でも、より通

商システムに対して米国のＴＰＰ復帰を促す

という点で、もっと大きな利益があるのであれ

ば、それはそれでもいいのかなということは

思って見ていたのですが、どうもそれすら期待

できなそうです。ある著名な識者が、ＢＳの討

論番組でこれは 30 点だということをおっ

しゃっていましたけれども、こと現状では、30

点どころかマイナス 30 点ぐらいかもしれない

というふうに私は思っています。 

 

４．ディスカッション 

中内（司会） 両先生、ありがとうございまし

た。先ほど川瀬先生から少し菅原先生にお聞き

したいということで、今回の日米貿易協定で関

税撤廃率が非常に低くなっているという点で

す。自動車・自動車部品については米国譲許表

に期限を定めない上で、「更なる交渉による関

税撤廃」と明記されているようでして、それで

そこをクリアしようとしているのかもしれな

いのですが、今回の日米貿易協定は関税引き下

げの幅が非常に低いということを菅原先生は

どう評価されるのかということを伺いたいと

思います。あともう１点、米国のＴＰＰ復帰の

可能性が遠のいたのではないかという点、この

２点について菅原先生のご意見をお聞かせ願

いますでしょうか。 

菅原 まず自由化率の話なのですが、これは川

瀬先生からお話があったように、90％というラ

インそのものの正当性というものもあります

し、タリフラインなのか貿易金額ベースなのか、

さらに片道なのか往復なのか、いろいろあって、

それぞれ当てはめていくと、日本がこれまで締

結してきたＥＰＡも満たしていないものがあ

るわけです。そういった意味で、やはり今回日

本はＧＡＴＴ24 条の中の中間協定の規定を

使って正当化せざるを得ないだろうというこ

とが言われています。要するに、まさにこれは

第１段階と書いてあるわけですから、ＦＴＡに

向けた中間の段階なわけです。今後まだあるよ

ということです。ここが終わりではないのだか

ら、ここで 90％を満たしていなくてもいいよ

ねというのが中間協定の考え方なわけです。た

だし、中間協定というときには、交渉の時期な

どについては明記しなければならないという

ことも書いてあります。ガイドライン上そう

いったことがあるようですが、協定には「妥当

な期間」ということが書かれていたと思います。 

要は、交渉が終わるところのスケジュールを
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書けと書いてあるのですが、日米共同声明を見

ると、協定発効後４か月後に交渉が始まるとい

うことで、一応スケジュールは書かれています。

中間協定で交渉開始のスケジュールも書いて

ありますということかもしれませんが、これで

十分とは思えません。ただ、こうした手法は、

日本ではなく、ＥＵという発案者がいます。ご

案内のように米国とＥＵの間では今同じよう

な貿易交渉が始まっているのかどうか分から

ない状況にあるわけですが、欧州委員会は加盟

国からのマンデートで、農業分野を交渉対象に

してはいけないというマンデートをもらって

います。これはＧＡＴＴ24 条上問題です。アプ

リオリに特定分野を丸々排除してしまってい

るわけですから。そのマンデートで米国とＦＴ

Ａ交渉をやろうと言っているＥＵは何を考え

ているのか、ということなのですが、そのとき

に聞こえてきたのが中間協定という手法です。

それを多分日本政府も参考にされたのではな

いかと思います。だからいいというわけではあ

りません。川瀬先生がおっしゃったように、日

米だけではなくて米ＥＵもそうなのかという

ことになれば、これはＧＡＴＴ24 条の空洞化

と言われても仕方がないという状況になりか

ねません。もともと 24 条は空文だったのでは

ないかという議論もありますが、曲がりなりに

もみんなで 90％頑張ろうねと、ＲＣＥＰでも

日本はそうやって言ってきたわけですから、こ

れは日本の交渉力という観点からするとよろ

しくない前例を作ることになってしまうので

はないかなと思います。 

 実際の自由化率がどうなるかというのは、こ

れは署名されたテキストを見て計算してみな

ければ分からないのですが、政府の概要ペー

パーに書いてあるように、日本としては工業品

の有税品目については一切譲許していません。

米国については、ここに経済産業省が発表して

いるもので、７頁分しかないのです。工業製品

のみですが、７頁分の品目しか譲許されていな

いのです。ということで、70～80％を超えてい

ることは考えにくいので、タリフラインであろ

うと、貿易金額は自動車の今後の交渉での関税

撤廃分も計算するかどうかで 35％ぐらい変

わってきますから何とも言えませんが、恐らく

今回の段階で 90％を超えることは難しいと思

います。ここについても日本政府がどう答弁す

るのかというのは、これは多分、川瀬先生をは

じめとする国際経済法の専門家も注目してい

るところではないかなと思っています。 

 米国のＴＰＰ復帰に関しては、正直申し上げ

て、私も少し驚いたのですが、西村国務大臣が、

トランプ政権の間は難しいということをはっ

きりおっしゃいました。この日米貿易協定を見

る限り、少なくともトランプ大統領がこれを

やったからＴＰＰに戻るというふうにはなり

ませんし、米国のＴＰＰ復帰というのは長期的

に考えるべきであります。トランプ政権は二期

目があるのかどうか分かりませんけれども、そ

の次の政権が、やはり単に貿易赤字やレシプロ

カルなど、そういったことだけではなくて、こ

れを対中戦略としてどう使っていくか、グロー

バルなルールメーキングのためにどう使って

いくかといったような、より広範囲な戦略性を

持ってＴＰＰを見られるかどうかに懸かって

いると思います。そういった意味で言うと、こ

の日米貿易交渉がＴＰＰへの米国の復帰のス

テッピングストーンになったかというと、そう

見るのは難しいのではないかと思います。 

 最後に一つだけ、頂いていたご質問で答え忘

れたところなのですが、要は今回の協定とＣＰ

ＴＰＰとの関係です。ここも政府としてどう答

弁するのか、私は注目しているのですが、当時

の茂木国務大臣は、米国とＴＡＧ交渉をやるこ

とは、米国がＴＰＰに復帰する上でプラスにな

ることはあってもマイナスになることはない

と明言されています。さらに、このＣＰＴＰＰ
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を締結するときに、牛肉のセーフガードは、米

国分を含んだままマーケットアクセスには一

切手を触れずに合意したということについて、

野党や農業団体から散々批判を受けたわけで

す。これで新たに米国と協定を締結すれば、米

国の分が二重で上乗せになってしまうではな

いかということで批判を受けたわけです。政府

は、ＣＰＴＰＰの国会審議の際に、そういう状

況になった場合には、ＣＰＴＰＰの残りの 10

か国に対して見直しを求めるということで合

意を得ていると説明しました。それはＣＰＴＰ

Ｐの第６条に明記されていて、この見直し条項

で見直せるのだということを言っていたわけ

です。 

ところが、この第６条には、ＴＰＰの効力発

生が差し迫っている場合、またはＴＰＰが効力

を生ずる見込みがない場合に見直しを行うと

書いてあります。今回、どちらの場合になるの

でしょう。米国がＴＰＰに復帰して効力の発生

が差し迫っている場合でないことは明らかな

のですが、では今回、日米がこの貿易協定を結

ぶことによって、ＴＰＰが効力を生ずる見込み

がなくなったのでしょうか。これは茂木大臣の

答弁と明らかに矛盾しているわけです。ですか

ら、どうやって協議を求めるのか、もちろん協

定条文に根拠規定がなくても協議は求められ

るわけです。ですが、これはオーストラリアや

カナダからしてみればそんな義務は当然ない

し、自分たちの枠が削減されるだけで、代わり

に日本は何もくれないのに、なぜこの協議に応

じなければいけないのかということになりま

すので、これは協議の場に引っ張り出してくる

だけでも相当大変なのではないかというふう

に私は思うのです。正直申し上げて、今回の

ケースはあまりに異例のことが多過ぎて、しか

も交渉を始めたときの政府答弁との整合性が

危ぶまれることが多々ありますので、今後の国

会審議が、私にとっては本当に興味が尽きない

ところです。以上です。 

中内（司会） ありがとうございます。第２セッ

ションを通じて、最後に神田室長からコメント

なり、両先生に対する更なるご質問等がありま

したらお願いします。 

神田 最後に菅原先生が補足してくださった、

一体今回の状況はＴＰＰ12 の発効が差し迫っ

ているのか、それとも発効の見通しがない状況

なのかというところですが、その点については、

この９月 25 日の日米合意の前の段階、通常国

会が終わる頃の６月５日の時点で、今の状況と

いうのはどうなのかと、当時の認識としてはや

はりどちらでもないというところでした。その

後、国会が閉じてしまったわけですので、それ

から日米の方の事態はその後進展していませ

んでしたので、まだ政府としての答えはないま

まということです。本当にこの次の臨時国会で

の答弁が最初の答弁、あるいはどこかで発言を

求められたときの答えが最初の答えというこ

とになろうかと思います。 

（フロアからの質問は省略） 

中内（司会） ありがとうございました。それ

では時間も過ぎていますので、これで本日の調

査室講演会・パネルディスカッションを終了さ

せていただきます。今日、登壇されました先生

方、本当にどうもありがとうございました。 
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２．米国の対外通商政策 

米国の保護主義的通商政策 

1962 年通商拡大法第 232 条 

国家安全保障を理由とした追加関税措置 

安全保障例外（ＧＡＴＴ第 21 条） 

1974 年通商法第 301 条 

米中貿易摩擦 

中国製造 2025 

 

                                                                                  
本稿は、2019 年９月 26 日の調査室講演会・パネルディスカッション「日本の経済外交をめぐる課題と今後の対外通商政策

の在り方」で配付された資料に加筆したものである。 

３．日韓の貿易関係 

韓国による日本産水産物等の輸入規制 

ＳＰＳ協定 

韓国向け輸出管理の運用の見直し 

 

４．ＦＴＡ／ＥＰＡ 

ＦＴＡ／ＥＰＡ 

ＷＴＯ整合性 

日本のＥＰＡ政策 

ＴＰＰ協定 

ＣＰＴＰＰ 

日ＥＵ・ＥＰＡ 

ＲＣＥＰ 

ＦＴＡＡＰ構想 

ＵＳＭＣＡ 

原産地規則 

ＩＳＤＳ 

電子商取引（デジタル貿易） 

 

５．日米貿易協定 

日米貿易交渉 

日米貿易協定 

日米デジタル貿易協定 
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１．ＷＴＯ 

 

ＷＴＯ 

世界貿易機関（ＷＴＯ：World Trade Organization）

は、関税及び貿易に関する一般協定（ＧＡＴＴ）

を発展的に継承する形で 1995 年１月１日に設

立された国際機関である。全ての国家又は独立

関税地域（独立国家ではないが自治権を有する地域）が

ＷＴＯ協定上の義務の受入れ等を条件に加盟

国となることができ、2019 年 10 月現在 164 か

国・地域が加盟している。 

ＷＴＯは、加盟国間における生活水準の向上、

物品・サービスの生産、貿易の拡大等を実現す

るとともに、永続性のある多角的貿易体制を構

築・発展させるため、①ＷＴＯ協定の実施・運

用、②多角的貿易関係に関する交渉の場及びそ

の実施のための枠組みの提供、③紛争解決手続

了解（ＤＳＵ）の運用、④貿易政策検討制度（Ｔ

ＰＲＭ）等の運用、⑤国際通貨基金や世界銀行等

との協力の５つの任務に取り組んでいる。 

ＷＴＯの最高意思決定機関は、全加盟国の代

表で構成する閣僚会議（少なくとも２年に１回開催）

であり、同会議の任務、通常業務等の遂行は、

全加盟国の代表（多くは在ジュネーブの政府代表部の

長）で構成する一般理事会（随時開催）が行ってい

る。また、閣僚会議の下には事務局（現・事務局

長はブラジルのロベルト・アゼベド氏）が設置されて

おり、一般理事会にはＤＳＵの運用を管理する

紛争解決機関（ＤＳＢ）とＴＰＲＭの実施を担う

貿易政策検討機関（ＴＰＲＢ）が付置されている

ほか、ＷＴＯ協定の実施を監督する理事会・委

員会等の下部機関も設置されている。 

ＷＴＯの全ての意思決定は、会合に出席した

いずれの加盟国も反対の意思を示さない場合

に限り決定したとみなす「コンセンサス方式」

を原則としており、全加盟国が対等な立場で意

思決定に参加できる仕組みとなっている。 

 

ＷＴＯ改革 

ＷＴＯ改革とは、ＷＴＯの設立から 20 年以

上が経過し、新興国や途上国の台頭、世界経済・

貿易の構造変化、現行ルールの運用上の課題等

にＷＴＯが十分に対応できていないのではな

いかとの危機意識を背景に、加盟国間において

議論されているＷＴＯをより現代に即した機

関に変革するとともに、その機能の改善・強化

を実現するための取組である。 

主な論点には、①ドーハ・ラウンドの停滞に

伴う経済のデジタル化の進展等に対応するた

めのルール整備の遅れ、②中国等の経済発展著

しい新興国による「特別かつ異なる待遇」（Ｓ＆

Ｄ）の享受、③上級委員会によるＷＴＯ協定の

解釈・適用等の在り方、④各国による補助金の

通報制度への対応状況の差異等がある。 

 

ＧＡＴＴ 

 関税及び貿易に関する一般協定（ＧＡＴＴ：

General Agreement on Tariffs and Trade）は、1930 年

代の世界恐慌や各国の保護主義的貿易政策に

起因する経済対立等が第二次世界大戦の一因

になったとの反省の下、1948 年１月１日に発

効した多国間条約である（日本は 1955 年に加入）。 

「自由・無差別・多角主義」を基本理念とする

ＧＡＴＴは、全 38 か条で構成され、最恵国待

遇（第１条）、内国民待遇（第３条）、数量制限の廃

止（第 11 条）等の貿易ルールを定めている。 

 

ＷＴＯ協定 

 ＷＴＯ協定は、ＷＴＯ設立協定と４つの附属

書で構成され、関税その他の貿易障害の軽減及

び国際貿易における無差別待遇の適用を基本

原則とする貿易ルールを定めている。 

ＷＴＯ設立協定には、組織・手続に関する 16
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の条文が規定されている。また、４つの附属書

は、①ＷＴＯ設立協定の不可分の一部として締

結を義務付けられ全加盟国に適用されるもの

（附属書１～３）と、②締結を義務付けられず締

約国間でのみ適用されるもの（附属書４）とに分

類される。このうち附属書１は、「物品の貿易

に関する多角的貿易協定」（附属書１Ａ）、「サービ

スの貿易に関する一般協定」（ＧＡＴＳ、同１Ｂ）、

「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定」

（ＴＲＩＰＳ、同１Ｃ）で構成され、附属書１Ａに

は「衛生植物検疫措置の適用に関する協定」（Ｓ

ＰＳ）、「貿易に関連する投資措置に関する協定」

（ＴＲＩＭＳ）など、13 本の協定が含まれる。す

なわち、加盟国は、附属書１の 15 本の協定に

加え、ＤＳＵ（附属書２）及びＴＰＲＭ（附属書３）

の合計 17 本の協定の義務の履行を求められて

いる。 

 

ドーハ・ラウンド 

ドーハ・ラウンド（正式名称は「ドーハ開発アジェ

ンダ」（ＤＤＡ：Doha Development Agenda））は、2001

年 11 月の閣僚会議（カタール・ドーハ）で立上げ

が決定された交渉８分野（農業、鉱工業品、サービ

ス、ルール、貿易円滑化、開発、環境及び知的財産権）の

更なる貿易自由化に向けた全加盟国による交

渉枠組みである。しかし、全ての分野でコンセ

ンサスが得られるまで何も合意したとみなさ

ない「一括受諾方式」が壁となり、成果のない

まま交渉は長らく停滞した。 

一括受諾方式の限界を認識した加盟国は、

2011年 12月の閣僚会議で分野ごとに合意を積

み上げる「新たなアプローチ」を試みることで

合意し、2013 年 12 月の閣僚会議では、まず貿

易円滑化、農業及び開発の３分野でそれぞれコ

ンセンサスを目指す旨を確認するなど、交渉の

前進を模索した。その結果、貿易円滑化の分野

で全加盟国のコンセンサスが初めて得られ、

2017 年２月 22 日に貿易・税関手続の透明化・

迅速化を目的とする貿易円滑化協定が発効し

た。しかし、他の分野の交渉は膠着状態が続い

ている。 

 

プルリ交渉 

 プルリ（「Plurilateral」の略）は「複数国間」を

意味し、プルリ交渉とは、ＷＴＯの複数の加盟

国・地域が共通に関心を有する特定の分野の更

なる自由化を目指して推進している貿易自由

化交渉である。プルリ交渉はＷＴＯの枠外で行

われるもので、全加盟国のコンセンサスを得て

進められるものではないことから、成立した協

定は原則として締約国間でのみ適用される。 

 主なプルリの枠組みには、関税分野では、50

を超える有志国の間で情報技術製品の関税撤

廃等を図る情報技術協定（ＩＴＡ、2017 年５月発効）

が挙げられる（ただし、ＩＴＡの効果は締約国のみな

らず全加盟国に適用される）。また、40 を超える有志

国の間で環境関連物品（例：太陽光パネル）の関税

撤廃等を図る環境物品協定（ＥＧＡ）交渉も進め

られている。また、ルール分野では 50 を超え

る有志国の間でサービス貿易の一層の自由化

を図るサービス貿易協定（ＴiＳＡ、交渉中）や、

70 を超える有志国の間でＷＴＯが未整備であ

る電子商取引に関するルールの策定に向けた

交渉等が進んでいる。 

プルリ交渉については、世界貿易の主要部分

（クリティカル・マス）を占める複数の加盟国が特

定分野の自由化を先行して進めることで、産業

界の抱える個別の課題や新たなニーズに早期

に対応できる、将来のＷＴＯルールの改善又は

新規策定の基礎となり得る等の評価がある。一

方、これまでの交渉への参加国、特に途上国の

少なさから正当性に懐疑的な見方もある。 

 

特別かつ異なる待遇（Ｓ＆Ｄ） 
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 「特別かつ異なる待遇」（Ｓ＆Ｄ：Special and 

Differential treatment）は、加盟国を先進国と途

上国に分類した上で、途上国に対してＷＴＯ協

定の義務の免除・緩和、技術協力等の支援を供

与する規定であり、その数は 145 に上る。 

加盟国の発展段階や経済水準の差異を踏ま

えつつ、途上国の経済開発を促進する観点から、

ＷＴＯ協定の義務の一律適用の例外として設

けられたものであるが、同協定上、優遇待遇を

与えるべき途上国の定義・待遇の基準等に関す

る明確な規律は定められていない。このため、

これらが加盟国の自己申告に委ねられ、自国に

都合の良い形で解釈・運用されてきた結果、中

国、インド、韓国等の経済発展が著しい国も恩

恵を享受したままの状況にある。 

 

紛争解決手続了解（ＤＳＵ） 

 紛争解決手続了解（正式名称は「紛争解決に係る規

則及び手続に関する了解」（ＤＳＵ：Dispute Settlement 

Understanding）は、ＷＴＯ協定の適用・解釈をめ

ぐる加盟国間の貿易紛争を解決するための紛

争解決手続であり、同協定の附属書２に規定さ

れている。ＤＳＵの運用は、全加盟国の代表で

構成する常設の紛争解決機関（ＤＳＢ：Dispute 

Settlement Body）が管理し、個々の紛争事案の具

体的な審理は、第一審に当たる小委員会（パネ

ル）及び第二審に当たる上級委員会が担ってい

る。 

紛争解決手続は、紛争当事国間の協議、パネ

ル審査、上級委員会審査、パネル又は上級委員

会の判断の履行又は当該判断に従わない場合

における対抗措置の実施の順で進められる。具

体的には、ＷＴＯ協定上の利益を無効化又は侵

害されたと考える加盟国（申立国）は、当該措置

を講じる加盟国（被申立国）に対して協議を要請

することができるとしている。その上で、協議

により相互に満足すべき解決を得られない場

合にはパネルの設置を、また、パネルの判断に

異議がある場合には上級委員会での再審理を、

それぞれＤＳＢに要請することができるとし

ている。 

パネル及び上級委員会の判断は、ＤＳＢにお

いて採択された後、紛争当事国に対して法的拘

束力を有し、加盟国は問題とされた措置がＷＴ

Ｏ協定違反と認定された場合には、当該措置を

同協定に適合させる国際法上の義務を負うこ

ととなる。なお、被申立国が判断の内容に沿う

措置を講じない場合には、申立国はＤＳＢに対

して対抗措置（例：関税等の譲許その他の恩恵の停止）

の承認を要請することができる。ただし、対抗

措置は、被申立国による措置と同分野でかつ申

立国の被る利益の無効化・侵害と同程度で行わ

れることが原則となる。 

ＤＳＢは、パネルの設置、パネル又は上級委

員会の判断及び当該判断に従わない場合の対

抗措置の承認を、ＤＳＢの会合に出席した全加

盟国が異議を唱えた場合に限り無効とする「ネ

ガティブ・コンセンサス方式」により決定して

いる。これにより、手続の自動性が確保され、

パネル及び上級委員会に事実上の強制管轄権

が認められている。 

ＷＴＯ設立の 1995 年から 2019 年 10 月現在

までに 590 件の事案が提起されている。日本も

この制度を積極的に活用してきているが、米国

及びＥＵによる活用が多数を占める状況にあ

るほか、中国、インド、ブラジル等の新興国も

多くの事案に関与している。 

 

小委員会（パネル） 

小委員会（パネル）は、問題の事実関係、関

連するＷＴＯ協定の適用可能性及び適合性の

評価・認定を任務とし、その結論や問題となっ

た措置に対する判断を報告書としてＤＳＢに

提出している。2019 年 10 月現在までに 254 件
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のパネル判断（上級委員会に付託された事案に対する

ものも含む）が採択されている。 

パネルは、協議要請後 60 日以内に解決が図

られない場合に申立国による要請に基づき設

置され、個人の資格で職務を遂行する３名又は

５名のパネリストで構成される。パネリストは、

ＷＴＯ事務局による出身地域・職歴・専門性等

の条件に係る当事国への意見聴取の後、事務局

が指名・提案した者の中から選任される。紛争

当事国の合意が得られない場合は、事務局長に

より決定される。ただし、紛争当事国の国籍の

者はパネリストを務めることはできない。 

パネル審理は原則非公開とされ、また、パネ

ルは設置から原則６か月以内に判断を下さな

ければならない。当該期間内に判断できない場

合は、その理由等をＤＳＢに通知しなければな

らないが、近年、紛争事案の増加、内容の多様

化・複雑化等によって審理が長期化する傾向に

ある。 

 

上級委員会 

上級委員会は、パネルが対象とした法的問題

及びその法的解釈に限定し、パネル判断の妥当

性について審理を行い、その判断を報告書とし

てＤＳＢに提出している。2019 年 10 月現在ま

でに 144 件の上級委員会判断が採択されてい

る。 

 パネル判断に異議を有する紛争当事国は、上

級委員会に再審理を求めることができる。上級

委員会は常設の機関であり、法律、国際貿易及

びＷＴＯ協定の対象とする問題一般について

の専門知識により権威を有すると認められた

７名の委員で構成され、事案ごとに３名の委員

が審理を担当する。上級委員は、ＤＳＢにおけ

る全加盟国のコンセンサスにより選任・再任さ

れ、任期は４年（１回に限り再任可）である。ただ

し、任期終了後については、コンセンサスを得

ることなく、担当事案の審理が終了するまでの

間、委員を継続できることとされている。 

 上級委員会は、いかなる場合にも申立てから

90 日以内に判断を下さなければならず、また、

60 日以内に判断を行うことができない場合に

は、判断までの期間の見通し及び遅延の理由を

加盟国に通知しなければならない。しかし、パ

ネル判断と同様に、上訴事案の増加、内容の多

様化・複雑化等によって審理が長期化する傾向

にある。例えば、これまで上級委員会の判断発

出までに平均約４か月（約 120 日）の期間を要

している、パネルの設置からパネル又は上級委

員会の判断が採択されるまでに平均約 19 か月

（約 570 日）の期間を要している等の分析がある。 

 上級委員会の運用をめぐり、米国のトランプ

政権は、①ＷＴＯ協定の解釈・適用の在り方、

②任期終了後の上級委員の活動、③判断の発出

期限の不遵守等を問題視し、上級委員の再任及

び後任選任の拒否を続けている。その結果、委

員の数は審理実施のための最低限の人数であ

る３名にまで減少し、このうち２名は 2019 年

12 月で任期満了を迎えることから、活動でき

ない状況に陥ることが懸念されている。 

 

貿易政策検討制度（ＴＰＲＭ） 

貿易政策検討制度（ＴＰＲＭ：Trade Policy Review 

Mechanism）は、加盟国の貿易政策・措置を、被審

査国及びＷＴＯ事務局が作成した報告書に基

づき定期的に審査し、ＷＴＯ協定の遵守状況等

を確認する制度であり、同協定の附属書３に規

定されている。ＴＰＲＭの運用・実施は、全加

盟国の代表で構成する貿易政策検討機関（ＴＰ

ＲＢ：Trade Policy Review Body）が担っている。Ｔ

ＰＲＭは、全加盟国を審査対象とし、その頻度

は被審査国の世界貿易のシェアによって決定

され、上位４か国（米国、中国、日本、ＥＵ）は３年

に１回、次の 16 か国は５年に１回、その他加
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盟国は７年に１回とされている。 

審査は、加盟国の提出する自国の貿易政策・

措置に係る申告及びそれらに関する事務局の

調査に基づき作成された報告書を基礎に、被審

査国の経済上及び開発上のニーズ、政策の目

的・背景等を踏まえながら行われる。しかし、

ＷＴＯ協定上、審査対象となる貿易政策・慣行

の範囲に関する明確な規定はないため、ＴＰＲ

Ｂが同協定の規律範囲を超えた普遍的な政策

テーマに指摘を行うことも許容されている。た

だし、その審査結果は、被審査国に対して貿易

政策・措置の是正等の義務を課すものではない。 

ＷＴＯ設立の 1995 年から 2018 年末までに

累計 485 件の審査が行われており、ＴＰＲＭに

対しては、定期的かつ網羅的な審査により加盟

国の貿易政策の透明性の向上が期待される、不

利益となり得る事態を事前・早期に認知し措置

是正等に向けた対応を行える等といった意義

が指摘されている。一方、各国に対する審査の

周期が世界貿易シェアのみによって決定され

るため、インドやブラジル等の世界経済におい

て影響力を有する新興国に対して実効性ある

監視が及ぼせていない等といった課題も指摘

されている。 

 

補助金の通報制度 

 ＷＴＯ協定の附属書１Ａに規律する「補助金

及び相殺措置に関する協定」（補助金協定）は、各

国政府が自国企業等に対して交付する補助金

について通報義務を課している。具体的には、

加盟国による補助金の形態（例：贈与、貸付け）・

額、政策目的、交付期間等の事項をＷＴＯ事務

局に対して隔年で通報することを義務付ける

とともに、補助金委員会で通報された補助金の

貿易歪曲性等について審査を行っている。 

しかし、通報制度は、加盟国に対して措置是

正等の強制力を有するものではないことから、

加盟国の通報義務への履行状況に差異が見ら

れる。例えば、ＷＴＯ事務局によれば 2017 年

現在、164 加盟国中 78 か国が通報義務を怠っ

ており、また、不履行の割合も1995年の約50％

から約 41％に減少していると報告している。 

このような状況を踏まえ、加盟国間において

は、ＷＴＯが国内産業・企業に供与する補助金

の市場歪曲性を十分に検証できていないこと

に対する不満が高まっている。特に米国は国家

資本主義を進める中国の補助金制度の不透明

性、通知義務の不十分さを批判している。 

 

一般理事会の下部機関（理事会・委員会） 

 ＷＴＯの一般理事会の下には、ＷＴＯ協定の

実施を監督する３つの理事会（物品貿易理事会、

サービス貿易理事会及び貿易関連知的所有権理事会）や

約 20 の委員会（例：貿易環境委員会、貿易開発委員会）

等が下部機関として設置されている。 

加盟国は年に２、３回定期的に開催される各

種理事会・委員会等において、加盟国の貿易政

策・措置のＷＴＯ協定との整合性について多国

間で議論を行っている。ただし、これらにおけ

る議論の結果に強制力はなく、措置是正等の判

断は各加盟国の判断に委ねられている。 

 

 

２．米国の対外通商政策 

 

米国の保護主義的通商政策 

2017 年１月に発足したトランプ政権は米国

第一主義の方針の下、米国経済の強化、米国の

輸出と雇用の拡大、対外貿易赤字の縮小、米国

にとってより良い貿易慣行・交渉の推進、国家

安全保障の支援等の実現に向け、保護主義的な

通商政策を実施している。 

主な通商政策としては、①1962 年通商拡大
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法第 232 条に基づく米国の国家安全保障への

悪影響を理由とする鉄鋼及びアルミニウムの

輸入品に対する追加関税措置、②1974 年通商

法第 301 条に基づく中国による米国企業等の

知的財産権侵害を理由とする対中輸入品に対

する追加関税措置等があり、特に後者の措置を

起因とする米中貿易摩擦は、世界経済・国際貿

易秩序を大きく揺るがせている。 

 

1962 年通商拡大法第 232 条 

1962 年通商拡大法第 232 条は、特定産品の

輸入が米国の国家安全保障に脅威を与えるお

それがある場合に、追加関税等の是正措置等を

発動する権限を大統領に付与する規定であり、

米国商務省が対象輸入品の国家安全保障への

影響を調査するとともに、是正措置等の要否を

勧告している。 

232 条に基づく措置は、原則全ての国・地域

からの輸入品が対象とされており、また、是正

措置等の発動・終了要件に係る規定もないこと

から、大統領が任意に特定産品の輸入品に対す

る是正措置等を発動・継続することができる。 

 

国家安全保障を理由とした追加関税措置 

トランプ大統領は 2018 年３月 23 日、鉄鋼及

びアルミニウムの輸入品が米国の国家安全保

障を阻害するおそれがあるとして、1962 年通

商拡大法第 232 条に基づき、これらの輸入品に

追加関税（鉄鋼：25％、アルミニウム：10％）を課す

輸入制限措置を発動し、現在までにカナダやメ

キシコ等の一部の国を除き、日本、中国及びＥ

Ｕを含む全世界からの当該輸入品に追加関税

措置を課している。米国の一方的な措置に対し

て、中国やＥＵを始めとする各国は一斉に対抗

措置を発動したが、日本は対抗措置の発動を留

保している。 

さらに、トランプ大統領は2018年５月23日、

232 条に基づき輸入自動車・同部品による国家

安全保障への影響調査を行う方針を表明し、そ

の後 2019 年２月 17 日に商務省が当該調査報

告書を大統領に提出した。この報告書の内容は

明らかになっていないが、トランプ大統領は５

月 17 日に今後の対応の判断を最大 180 日留保

する旨を発表し、この間に各国との貿易交渉を

通じて解決策を模索する意向を示している。 

なお、米国は、安全保障上の例外を定めるＧ

ＡＴＴ第 21 条を根拠に 232 条に基づく措置の

正当性を主張している。 

 

安全保障例外（ＧＡＴＴ第 21 条） 

ＧＡＴＴ第 21 条は、ＷＴＯ加盟国による貿

易制限措置を安全保障上の例外として正当化

する規定であり、ＷＴＯ協定に継承されている。 

ＧＡＴＴ第 21 条が想定する「自国の安全保

障上の重大な利益に反する」状況等に関しての

確立した解釈はなく、また、貿易相手国に対し

て措置の正当性についての説明責任等もない

ことから、加盟国の任意の判断により同条を適

用できることとされている。ただし、安全保障

を理由とする同条は「伝家の宝刀」とも言える

措置で、これまで加盟国において慎重に判断さ

れ、その適用が回避される傾向にあった。 

ＷＴＯの成立後、ＧＡＴＴ第 21 条の適用が

問題となった事案は数例しかなく、その適用が

認められた例も１つしかない（ロシアが安全保障上

の悪影響を理由にウクライナ製品に課したロシア国内通

過の際の移転制限措置（2019 年４月５日パネル判断））。 

 

1974 年通商法第 301 条 

1974 年通商法第 301 条は、①外国の通商協

定に違反する又は不整合である措置や政策、②

米国の商業に負担又は制限となり得る外国の
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措置や政策等により、当該通商協定における米

国の権利・利益が侵害されている場合に、一定

の措置を講じる権限を米国通商代表部（ＵＳＴＲ）

に付与する規定である。 

ＵＳＴＲは、利害関係者の申立て又は職権に

より調査を開始し、決定することができる。 

 

米中貿易摩擦 

米国のＵＳＴＲは 1974 年通商法第 301 条に

基づき、2018 年３月 22 日、従来から問題視し

てきた中国による米国企業等に対する知的財

産権侵害に関する調査結果を公表し、中国政府

による①強制的な技術移転、②ライセンス契約

等における特定条項の導入の強制、③組織的な

米国企業の買収、④営業秘密の窃盗等の措置は、

いずれも米国の商業にとり不合理・差別的なも

のであると認定した。この結果を受け、トラン

プ大統領は同日、中国からの輸入品に対する追

加関税措置の発動等を発表した。なお、この背

景には、中国が進める中国製造 2025 の見直し

を要求する狙いもあるとされる。 

米中両国の間では、2018 年７月以降、これま

でに４回にわたって、追加関税措置の応酬が繰

り返されている。この間、両国政府間で協議が

重ねられてきたが、双方の主張の溝は埋まらず、

事態終息の見通しが立たない状況にある。 

制裁措置の規模は、米国が合計約 5,200 億ド

ル相当（対中輸入額合計の約 90％）、中国が合計約

1,100 億ドル相当（対中輸入額合計の約 70％）、にそ

れぞれ上る見込みである。また、両国間の平均

実行関税率（米国：約３％→約 21％、中国：約８％→約

22％）も戦前の保護主義の時代と同等の水準ま

で高くなっていると報じられている。 

 

中国製造 2025 

 中国製造 2025 は、建国 100 年を迎える 2049

年に「世界の製造強国入り」を目指す中国の習

近平指導部が 2015 年５月に発表した「中国内

の半導体自給率を2025年までに70％に引き上

げること」を軸とする産業戦略である。 

 この戦略には、次世代情報技術産業、省エネ

ルギー・新エネルギー自動車、航空・宇宙用設

備等の 10 の重点育成分野が掲げられており、

中国政府は関連産業に対する積極的な支援を

実施している。 

 

 

 

 

（米中間の追加関税措置の概要） 

◆第１弾・2018 年７月６日 

米国：対中輸入品（半導体や自動車等）340 億ドル

（約４兆円）分に 25％の追加関税 

中国：対米輸入品（大豆、牛肉等）340 億ドル分に

25％の追加関税 

◆第２弾・８月 23 日 

米国：対中輸入品（電子部品、通信部品等）160 億

ドル（約２兆円）分に 25％の追加関税 

中国：対米輸入品（燃料、鉄鋼製品等）160 億ドル

分に 25％の追加関税 

◆第３弾・９月 24 日 

米国：対中輸入品（日用品、家具等）2,000 億ドル

（約 22 兆円）分に 10％の追加関税(2019 年

５月 10 日に 25％に引上げ） 

中国：対米輸入品（ＬＮＧ等）600 億ドル分に 10％

の追加関税 

◆第４弾・2019 年９月１日、10 月１日（先送り）及び 

12 月 15 日（予定） 

米国：９月１日に対中輸入品（テレビ、カメラ等の

家電製品、日用品全般等）1,100 億ドル（約

12 兆円）分に 15％の追加関税 

10月１日に第１～３弾の追加関税を 30％に

引き上げる予定だったが、同月 15 日に先送

りを発表 

12 月 15 日に対中輸入品（スマホ、ＰＣ、

ゲーム機、玩具等）1,600 億ドル（約 17 兆

円）分に 15％の追加関税を予定 

中国：既に追加関税を課している合計 750 億ドル

分の対米輸入品に５～10％の追加関税を上

乗せ（９月１日：大豆、豚肉等、12 月 15 日

（予定）：自動車、トウモロコシ等）、新たに

原油に５％の追加関税等 
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３．日韓の貿易関係 

 

韓国による日本産水産物等の輸入規制 

 韓国は、2011 年３月の福島原発事故を受け、

日本産食品（８県 50 種の水産物）の輸入規制を実

施した。2013 年９月には、福島第一原発におけ

る汚染水問題を受け、①福島県を含む８県の全

ての水産物の輸入禁止、②全ての日本産食品に

ついて、韓国側検査でセシウム又はヨウ素の放

射性物質が少量でも検出された場合、その他の

核種に関する検査証明書の追加提出の義務付

け、といった独自の輸入規制を強化した。 

日本政府は、2015 年５月、韓国による日本産

水産物等の輸入規制がＷＴＯ/ＳＰＳ協定上の

義務に違反しているおそれがあるため、ＷＴＯ

協定に基づくパネル（紛争処理小委員会）の設置を

要請した。2018 年２月に公表されたパネル報

告書においては、韓国の輸入規制措置は、「恣

意的又は不当な差別（ＷＴＯ/ＳＰＳ協定第２条３違

反）」「必要以上に貿易制限的（同協定第５条６違反）

に該当すると判断し、韓国に是正を勧告した。 

同年４月、韓国は上級委員会に再審理を求め

た。2019 年４月 11 日、上級委員会は報告書を

公表し、韓国の輸入規制措置がＷＴＯ/ＳＰＳ

協定に非整合的であるとしたパネル報告書の

判断について、その分析が不十分であるとして

取り消した。「恣意的又は不当な差別」である

か否かの判断については、パネル報告書が食品

中の放射性物質の濃度のみに着目し、食品の汚

染に影響を与え得る他の可能性を十分に考慮

していないとした。また、「必要以上に貿易制

限的」であるか否かの判断については、パネル

報告書が韓国の保護水準のうち年間被曝量を

偏重して分析し、他の要素を十分考慮していな

いとした。 

上級委員会はパネル報告書の分析が不十分

であることを判断し、韓国の輸入規制措置が上

記のＷＴＯ/ＳＰＳ協定の規定又は他の規定に

適合していると認定したわけではない。一方、

日本政府は、日本産食品は科学的に安全であり、

韓国の安全基準を十分クリアするとしたパネ

ルの事実認定を上級委員会が維持したと主張

している。 

 

ＳＰＳ協定 

ＷＴＯ協定には、「衛生植物検疫措置の適用

に関する協定」（ＳＰＳ協定）が存在し、食品添加

物や残留農薬から生じるリスクからの保護措

置（食品衛生）、動植物に有害な生物からの保護

措置（動物検疫、植物検疫）等について、加盟国が

その措置をとる権利を有することが規定され

ている。しかし、この措置が濫用されれば、非

関税障壁として自由貿易を阻害する要因にも

なり得るため、その措置が必要な限度において、

かつ、科学的な原則に基づくことを確保する義

務を負う。また、加盟国間及び国内外で不当な

差別をしないこと、国際貿易に対する偽装した

制限となるように適用しないことが求められ

ている。各加盟国は、国際的な調和を図るため、

国際基準に基づくことが要求されるが、科学的

に正当な理由がある場合などは、国際基準より

も厳格な措置をとることができる。 

 

韓国向け輸出管理の運用の見直し 

 日本政府は、韓国向け輸出管理の運用を見直

すものとして、2019 年７月４日、リスト規制に

該当するフッ化ポリイミド、レジスト、フッ化

水素の３品目について、これまで与えてきた包

括許可の対象から外し、契約ごとに経済産業省

の許可を必要とする個別許可とした。また、政

府は同年８月２日に閣議決定し、韓国に関する

輸出管理上の国別カテゴリーを見直すことと

し、輸出手続を簡略化できる「ホワイト国」か
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ら除外した。同時に国別カテゴリーの名称が見

直され、韓国については、輸出管理レジームに

参加し、一定要件を満たす国・地域（グループＡ

を除く）に区分されるグループＢに該当するこ

ととなった。 

 韓国向け輸出管理の見直しについて日本政

府は、「不適切な事案」が発生したとし、安全

保障を目的に輸出管理を適切に実施する観点

からその運用を見直すものとしている。国別カ

テゴリーの見直しについては、韓国の輸出管理

制度が日米欧と比較して通常兵器キャッチ

オール規制など十分に整備されておらず、また、

政策対話の機会が得られないことから、韓国と

の信頼関係を前提とすることが困難になって

いると判断された。 

 

 

４．ＦＴＡ／ＥＰＡ 

 

ＦＴＡ／ＥＰＡ 

 自由貿易協定（ＦＴＡ：Free Trade Agreement）は、

特定の国・地域が相互に関税やその他の貿易障

壁を撤廃することにより、物品・サービス貿易

等の自由化を図ることを目的とした協定であ

る。日本は、ＦＴＡの内容を基礎とし、投資規

制の撤廃、人の移動、知的財産保護、ビジネス

環境整備といった幅広い経済関係の強化を図

る協定の締結を推進しており、こうした協定を

経済連携協定（ Ｅ Ｐ Ａ ： Economic Partnership 

Agreement）と呼んでいる。なお、世界にはＦＴＡ

という名称であっても、ＥＰＡと同等以上に包

括的な内容を含む協定が多く存在する。 

 ＷＴＯの基本原則は最恵国待遇（ＭＦＮ）であ

るが、ＦＴＡは締約国間のみで関税を撤廃し、

それ以外の国には関税を維持する。このような

ＦＴＡは、ＷＴＯ協定上、例外的に一定の条件

の下で認められている（ＷＴＯ整合性）。ＥＵの単

一市場の形成（1992 年）やＮＡＦＴＡの発足（1994

年）は近隣諸国間による貿易自由化推進の契機

となり、また、ＷＴＯドーハ・ラウンドの交渉

停滞など多国間による自由貿易推進の難しさ

が顕在化したことから、二国間や地域国間のＦ

ＴＡ締結が世界的な潮流となった。ＷＴＯに対

するＦＴＡの通報件数は 481 件に上る（2019 年

９月現在）。 

近年、ＴＰＰを始め、日ＥＵ・ＥＰＡ、ＲＣ

ＥＰ、ＦＴＡＡＰなど複数国間における広域で

経済規模の大きいメガＦＴＡが注目されてい

る。 

 

ＷＴＯ整合性 

 ＦＴＡや関税同盟は、ＷＴＯの最恵国待遇原

則に反するが、ＧＡＴＴ第 24 条において、例

外的に一定の条件の下で認められている。その

条件とは、①ＦＴＡの締約国間では「実質上全

ての貿易」について関税等の障壁を撤廃するこ

と、②非締約国に対し障壁を高めないこと、③

関税を「妥当な期間内（原則 10 年以内）」に撤廃

すること、である。 

 

日本のＥＰＡ政策 

 日本は従来からＷＴＯを中心とする多国間

の自由貿易体制を重視してきたが、ＷＴＯ交渉

の停滞やＦＴＡを締結していないことによる

不利益の顕在化等を背景として、2001 年１月

シンガポールとの間でＥＰＡ交渉を開始した。

農産品をほとんど生産していないシンガポー

ルとのＥＰＡは、日本のＥＰＡのモデルを構築

する上で好都合であり、幅広い分野にわたる協

定が実現した。次に米国市場への橋頭堡として

メキシコとのＥＰＡ交渉については、農産品の

自由化の問題に正面から向き合う必要があっ

たが、関税割当制度を使うことで妥協点を見出
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し、協定締結に至った。その後は、歴史的・地

理的に関係の深いＡＳＥＡＮ諸国（マレーシア、

タイ、インドネシア、ブルネイ、フィリピン、ベトナム）

とのＥＰＡ締結を推進し、2008年 12月には日・

ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定（ＡＪＣＥＰ）が

発効した。また、南米ではチリ、ペルー、アジ

ア太平洋ではインド、モンゴル、豪州、欧州で

はスイスとの間でＥＰＡを締結済みである。 

 日本は、2013 年７月、アジア太平洋地域にお

けるＴＰＰ協定交渉に参加し、その後、米国を

除く 11 か国での交渉を経てＣＰＴＰＰの成立

に寄与した。また、2019 年２月には日ＥＵ・Ｅ

ＰＡが発効した。2019 年９月現在、21 か国・

地域との間で 18 のＥＰＡが署名・発効済みで

ある。協定発効済みの国・地域との貿易が日本

の貿易総額に占める比率であるＦＴＡカバー

率は、36.7％となっている。2019 年 10 月、日

米間において貿易協定及びデジタル貿易協定

が署名に至った。 

 

環太平洋パートナーシップ協定(ＴＰＰ協定) 

 環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ：Trans-

Pacific Partnership）は、アジア太平洋地域にお

いて、物品及びサービス貿易、投資の自由化を

進めるとともに知的財産、電子商取引、国有企

業、環境等の幅広い分野で新たなルールを構築

するためのメガＦＴＡであり、日本、米国、カ

ナダ、豪州、ＮＺ、シンガポール、メキシコ、

チリ、ペルー、マレーシア、ベトナム及びブル

ネイの 12 か国により 2016 年２月４日に署名

された。 

 日本を除く 11 か国平均の関税撤廃率（品目数

ベース）は、農林水産品が 98.5％、工業製品が

99.9％と高い水準の市場アクセスの改善が実

現した。日本の関税撤廃率は農林水産品が

81.0％、工業製品が 100％であり、関税撤廃し

たことがなかった 834 品目のうち 395 品目の

関税が撤廃され、重要５品目（米、麦、牛肉・豚肉、

乳製品及び甘味資源作物）586 品目のうち 174 品目

の関税が撤廃される。また、原産地規則の完全

累積制度の実現によるサプライチェーン（供給

網）の拡大効果や 21 分野 30 章にわたる通商

ルールの設定により、域内全体の生産性向上や

各国との関係の緊密化が期待される。 

 日本は 2017 年１月 20 日にＴＰＰ協定締結

のための国内手続の完了を寄託国に通報した

が、同月 30 日に米国がＴＰＰに加わらない方

針を通報した。 

 

環太平洋パートナーシップに関する包括的

及び先進的な協定（ＣＰＴＰＰ） 

 環太平洋パートナーシップに関する包括的

及び先進的な協定（ＣＰＴＰＰ：Comprehensive and 

Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership）

は、ＴＰＰ協定について、離脱を表明した米国

以外の国の間で、その内容（一部の条文を除く）を

実現するための協定である。米国を除く 11 か

国の間で成立したことからＴＰＰ11 とも呼ば

れる。 

 2017 年１月、米国第一主義を旗印に就任し

たトランプ大統領は、ＴＰＰ協定から永久に離

脱するとした大統領令に署名した。ＴＰＰ署名

国のＧＤＰ全体の 60％を占める米国の離脱に

より、ＴＰＰ協定は発効要件を満たすことがで

きなくなった。米国を除く 11 か国による交渉

の結果、ＴＰＰ協定の規定のうち、ＩＳＤＳ（投

資合意、投資許可）関連規定、生物製剤データ保護

期間、著作権等の保護期間など 22 項目を凍結

したが、その他の条文を全て組み込んだ新たな

協定が作成された。なお、ＴＰＰ協定が効力を

生ずる見込みがない等の場合の見直し規定（第

６条）が存在する。 

 ＣＰＴＰＰは、2018 年 12 月 30 日に発効し

た。参加 11 か国の全てがＣＰＴＰＰを締結す
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ることにより、アジア太平洋において、人口約

５億人、ＧＤＰ合計約 10 兆ドル、貿易総額約

５兆ドルの経済圏が誕生することとなる。 

 

日ＥＵ経済連携協定（日ＥＵ・ＥＰＡ） 

 日本とＥＵとの間で、物品及びサービス貿易

の自由化、投資の機会増大や幅広い分野の枠組

みを構築するＥＰＡである。2013 年４月に開

始した交渉は長らく難航したが、英国のＥＵ離

脱（BREXIT）交渉や米国のＴＰＰ離脱など世界に

保護主義的な動きが広がる中で日ＥＵ両政府

は交渉を進め、2018 年７月 17 日に署名、翌

2019 年２月 11 日に発効した。なお、日ＥＵ間

では、ＥＰＡと同時に、政治、安全保障、経済

等の幅広い分野における協力を促進するため

の枠組みである戦略的パートナーシップ協定

（ＳＰＡ）を締結した。 

日ＥＵ・ＥＰＡの最終関税撤廃率（品目数ベー

ス）は、日本が約 94％、ＥＵが約 99％となり、

日本からの輸出について自動車・同部品、牛肉、

茶等の関税撤廃、ＥＵからの輸出についてワイ

ン等の関税撤廃、ソフト系チーズの品目横断的

な関税割当ての設定などが約束された。また、

全 23 章の分野で包括的な通商ルールが定めら

れた。ただし、投資紛争解決手続について、Ｅ

ＵはＩＳＤＳ手続の採用を拒否しており、本協

定にも規定されなかった。本協定の発効により、

世界ＧＤＰの約３割、人口約６億人を占める自

由な先進経済圏が誕生し、日本の実質ＧＤＰは

約１％（約５兆円）、労働供給は約 0.5％（約 29 万

人）増加することが見込まれている（政府試算）。 

 

東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ） 

東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ：

Regional Comprehensive Economic Partnership）は、Ａ

ＳＥＡＮ10 か国と日本、中国、韓国、豪州、Ｎ

Ｚ、インドの計 16 か国が参加するメガＦＴＡ

である。ＡＳＥＡＮを中心とした地域経済連携

の構想については、中国が提唱してきた東アジ

ア自由貿易圏（ＥＡＦＴＡ：ＡＳＥＡＮ＋３）や、日

本が提唱してきた東アジア包括的経済連携（Ｃ

ＥＰＥＡ：ＡＳＥＡＮ＋６）などが模索されてきた

が、ＡＳＥＡＮは、ＡＳＥＡＮとＦＴＡを締結

しているパートナー諸国とＲＣＥＰに係る作

業部会を設置し、2013 年５月に交渉を開始し

た。ＲＣＥＰが実現した場合、世界全体の人口

の半分、ＧＤＰや貿易額の約 30％を占める巨

大な広域経済圏が出現することとなる。 

 

アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）構想 

 アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ：Free 

Trade Area of the Asia-Pacific）構想は、アジア太

平洋地域の 21 の国・地域（エコノミー）が参加す

る経済協力の枠組みであるアジア太平洋経済

協力（ＡＰＥＣ）から成る自由貿易圏の設立を目

指すものである。同地域のＣＰＴＰＰやＲＣＥ

Ｐなどの取組を基礎として更に発展させ、包括

的で質の高いメガＦＴＡを目指している。 

 

米国・メキシコ・カナダ協定（ＵＳＭＣＡ） 

 米国・メキシコ・カナダ協定（ＵＳＭＣＡ：United 

States-Mexico-Canada Agreement）は、2017 年８月に

開始された北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）の再

交渉により 2018 年 11 月 30 日に署名された３

か国間におけるＦＴＡであり、国際競争が激し

くなる中で域内統合を深化させるべく、デジタ

ル貿易、中小企業、腐敗防止などの新しい分野

を盛り込んで合意に至ったものである。 

米国のトランプ大統領はＮＡＦＴＡによっ

て米国の雇用が奪われているとしてメキシコ

とカナダに同協定の改定を主張した。ＵＳＭＣ

Ａの注目される新合意事項としては、自動車・
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同部品の厳格な原産地規則を採用して原産比

率を引き上げること、サイドレターにより、米

国が 1962 年通商拡大法第 232 条に基づき自動

車・同部品に関税を賦課する場合の除外数量・

金額を設定すること（事実上の数量規制）、為替条

項として市場介入による競争的切下げを慎む

ことを勧奨し、義務違反が協議で解決しない場

合に紛争解決手続が利用できること、非市場経

済国とのＦＴＡ交渉開始前の通知や他の締約

国が二国間協定への移行を求めることができ

ること等が挙げられる。 

 

原産地規則（ＦＴＡ/ＥＰＡ） 

 原産地規則は、国際的に取引される物品の国

籍を判定するためのルールであり、ＦＴＡ締約

国の原産品であることの認定を行うことで、第

三国の産品にＦＴＡ上の特恵税率が適用され

ることを防ぐ目的がある。 

原産地認定基準には、農産品や鉱物など域内

で生産されたもの（完全生産品基準）と、第三国か

ら輸入した材料で生産されたもの（実質的変更基

準）に対する基準がある。さらに実質的変更基

準には、ＨＳコード（関税分類）が変更されるよ

うな生産・加工が行われた場合に認められる関

税分類変更基準（ＣＴＣルール）、域内の原産比率

が一定の基準（閾値（しきいち））を超えた場合に

認められる付加価値基準（ＶＡルール）等がある。

なお、これらの基準については、ＦＴＡ締約国

から材料を輸入して他の産品の生産に使用す

る場合、これを自国の原産品とみなす累積規定

があり、域内貿易の活性化に資する。 

 原産地規則の充足を証明する原産地証明手

続については、輸出国当局が指定する機関が証

明する第三者証明制度と、輸出者や輸入者が自

ら原産地申告（原産地証明書）を作成する自己証

明制度がある。ＦＴＡの世界的な増加は、企業

の海外展開やサプライチェーンのグローバル

化を支えているが、ＦＴＡの多くが二国間協定

であるため、各国の多種多様なＦＴＡを駆使す

る必要がある。原産地規則の複雑化やその手続

の煩雑化についてのデメリットは、各国のＦＴ

Ａが交錯する様を表してスパゲティボウル現

象とも呼ばれる。 

 

ＩＳＤＳ 

 多くのＦＴＡ/ＥＰＡの投資章や二国間投資

協定（ＢＩＴ）には、協定の解釈又は適用をめぐ

る争いが生じた場合に備え、国家間の紛争解決

手続と、投資家と国（投資受入国）との間の紛

争解決（ＩＳＤＳ：Investor-State Dispute Settlement）

手続の二種類の規定が設けられている。この規

定により投資家は、投資受入国を相手取り国際

仲裁機関に仲裁を要請することができ、仲裁機

関が投資受入国の協定違反を認定した場合に

は金銭等による賠償を受ける。 

 国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）によると、

2018 年末までに提起されたＩＳＤＳ案件は

942 件に上る。過去に日本企業がＩＳＤＳ手続

を利用した例は、野村證券のオランダ子会社が

チェコ政府を訴えた件（2006 年）の１件であ

り、逆に日本政府が訴えられた例はない。なお、

投資仲裁に訴える場合には、案件にもよるが多

額の費用と期間（２～４年）を要する。 

一般にＩＳＤＳ手続は、まず紛争当事者が解

決に向けた協議を行い、協議により解決しない

場合に投資家は事案を仲裁に付託できる旨規

定される。投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩ

Ｄ）の仲裁規則等のルールを選定後、仲裁人（概

ね３人）の選任を経て仲裁廷が設置されること

となる。 

なお、ＥＵは、ＩＳＤＳについて国家の正当

な規制権限が制約を受けるとしてこれを拒否

し、ベトナム、カナダ、シンガポールとのＦＴ

Ａにおいては常設で二審制の投資裁判所制度
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（ＩＣＳ：Investment Court System）を採用している。 

 

電子商取引（デジタル貿易） 

 近年のデジタル化の進展やインターネット

を通じた各種ビジネスの拡大により、各国は電

子商取引（デジタル貿易）に関するルール形成の

必要性を認識しているが、ＷＴＯ上の共通ルー

ルは存在せず、また、各国のＦＴＡ/ＥＰＡに

組み込まれたルールもそれぞれ異なる。1998

年５月のＷＴＯ第２回閣僚会議において関税

不賦課モラトリアムが宣言されており、現在で

も海外からのソフトウェア等のダウンロード

に関税が賦課されていない。ＷＴＯでは、2018

年３月から日本、ＥＵ、シンガポールを中心に

有志国会合が開催され、共通ルール作りを進め

た。2019 年１月には電子商取引の貿易関連の

側面に関するＷＴＯにおける交渉開始が確認

されている。 

 各国のＦＴＡ/ＥＰＡには、コンピュータ・

サーバ等の設置要求の禁止、デジタル・プロダ

クト（ダウンロードされたソフトウェアや音楽データ等）

の内国民待遇及び最恵国待遇、ＷＴＯの関税不

賦課モラトリアムの恒久化、ソース・コードの

開示要求の禁止などが規定されている。 

 2019 年６月のＧ20 大阪サミットにおいてデ

ジタル経済に関する首脳特別イベントが開催

され、デジタル経済に関する大阪宣言で大阪ト

ラックの立ち上げが宣言された。大阪トラック

では、ＷＴＯ電子商取引のルール作りに参加す

る国・地域と共に、デジタル経済、特にデータ

流通や電子商取引に関する国際的なルール作

りが進められることとなる。 

 

 

 

 

 

５．日米貿易協定 

 

日米貿易交渉 

日米貿易交渉とは、2018 年９月 26 日に行わ

れた安倍総理とトランプ大統領との首脳会談

において、日米両国の経済的な結び付きをより

強固なものにすることが日米の貿易を安定的

に拡大させるとともに、自由で開かれた国際経

済の発展につながるとの認識に基づき、開始す

ることが合意された貿易交渉である。当初、「日

米物品貿易協定（ＴＡＧ：Trade Agreement on goods）」

交渉と位置付けられていたが、その後日米貿易

交渉と呼称されるようになった。 

この会談後に発出された日米共同声明には、

「日本としては農林水産品について、過去の経

済連携協定で約束した市場アクセスの譲許内

容が最大限であること」、「協議が行われている

間、本共同声明の精神に反する行動を取らない。

また、他の関税関連問題の早期解決に努める」

ことが明記された。これを受け、両首脳間では、

日本の自動車・自動車部品に対して米国の

1962 年通商拡大法第 232 条に基づく追加関税

が課されないこと、同じく 232 条に基づく鉄鋼

及びアルミニウムの輸入品に対する追加関税

の早期解決に努めること等が確認された。 

しかし、米国では、米国通商代表部（ＵＳＴＲ）

が 12 月 21 日にサービス貿易（通信・金融等）の

改善、厳格な原産地規則や為替条項の導入等を

含む 22 項目で構成される「対日貿易交渉目的」

を公表するなど、日本政府の否定する包括的な

ＦＴＡの締結を目指す姿勢等が示された。 

2019 年４月 15 日～16 日にかけ、茂木国務大

臣（現外務大臣）とライトハイザー通商代表は、

第１回交渉会合を開催し、農産品・自動車を含

む物品貿易の議論を開始すること、デジタル貿

易の取扱いについて適切な時期に議論を行う

こと等に合意した。その上で、日米両国は、事
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務レベルの実務者協議、閣僚会合等を重ね、８

月の閣僚会合（同月 21 日～23 日）及び首脳会談（同

月 25 日）において、農産品、工業品の主要項目

について意見の一致を確認した。 

このような経緯を経て、安倍総理とトランプ

大統領は９月 25 日に首脳会談を行い、日米貿

易交渉について、日米貿易協定及び日米デジタ

ル貿易協定が最終合意に達したことを確認す

る日米共同声明に署名した。その後、日米両政

府は 10 月７日、両協定に署名した。 

 

日米貿易協定 

日米貿易協定は、日米両国間の物品関税を撤

廃又は削減すること等について規定している。

日本政府は、両国の関税撤廃率（貿易額ベース）に

ついて、米国側が約 92％、日本側が約 84％で

あると説明するとともに、2019年 10月 18日、

同協定による経済効果（実質ＧＤＰ：約 0.8％（約

４兆円）増、雇用：約 0.4％（約 28 万人）増）と農林水

産物の生産減少額（約 600 億円～約 1,100 億円）の

試算結果を公表した。 

日本は、米国から輸入する農林水産品の全て

の品目に係る関税について、ＴＰＰで米国に譲

許した範囲内の水準の関税撤廃・削減等を約束

した。例えば、米国がＴＰＰ以上の市場開放を

求めていた牛肉及び豚肉について、ＴＰＰと同

内容の関税撤廃又は削減を約束するとともに、

輸入急増に備えて米国からの近年の輸入実績

と同等のセーフガードを設定することで合意

した。なお、牛肉のセーフガードについては、

本協定の発動基準数量、及び米国からの輸入量

を含む形で設定しているＣＰＴＰＰの発動基

準数量の修正に向けた協議規定を設けた。 

一方、ＴＰＰで米国向けの無税輸入枠を設定

することとしていたコメは、関税撤廃・削減等

の対象から除外した。同様に、米国を含むＴＰ

Ｐ締約国全体（いわゆる「ＴＰＰワイド」）の低関税

輸入枠を設定することとしていた乳製品 33 品

目（脱脂粉乳・バター等）についても、米国向けの

低関税輸入枠の設定が見送られることとなっ

た。この他、ＴＰＰで一定の譲許を約束してい

た林産品・水産品等の全ての品目についても、

現行関税等を維持することで合意している。 

ただし、関税削減等を約束した品目について

は、本協定の発効時からＣＰＴＰＰ締約国に対

する現在（発効２年度目）の関税率と同じ税率を

適用することで合意した。また、米国が「将来

の交渉において、農産品に関する特恵的な待遇

を追求する」ことも日本側の譲許表に規定した。 

一方、米国から輸入する工業品に係る関税に

ついては、全ての有税工業品の現行関税等を維

持することで合意した。 

米国に輸出する農林水産品に係る関税につ

いては、対米輸出拡大を目指す牛肉の低関税輸

入枠の拡大等が実現した。一方、米国に輸出す

る工業品に係る関税については、日本企業の輸

出関心が高く、また、日米間の貿易量が多い品

目を中心に、即時関税撤廃を含む早期の関税撤

廃・削減が合意された。しかし、日本の対米輸

出総額の約４割を占める自動車及び自動車部

品に関しては、ＴＰＰでは関税撤廃が約束され

ていたが、この協定においては関税撤廃の期限

等は定められず、米国側の譲許表に「関税の撤

廃に関して更に交渉する」ことが明記されるこ

ととなった。 

 

日米デジタル貿易協定 

日米デジタル貿易協定は、日米間における円

滑で信頼性の高い自由なデジタル貿易の促進

に向け、ＴＰＰの電子商取引章と同等以上の水

準のルールを規定している。 

具体的には、デジタルデータの自由な流通を

確保するためのルールとして、①締約国間にお

ける電子的な送信に対して関税を賦課しては
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ならないこと、②他方の締約国のデジタル・プ

ロダクト（コンピュータ・プログラム、文字列等）に対

して無差別待遇を与えること、③情報の電子的

手段による国境を越える移転を禁止・制限して

はならないこと、④自国の領域内での事業を実

施するための条件として自国内でのコン

ピュータ関連設備の利用・設置を要求してはな

らないこと等が規定された。 

また、デジタルデータの保護を確保するため

のルールとして、①自国における輸入・販売等

の条件としてソフトウェアのソース・コード

（プログラムの文字列）やアルゴリズム（問題を解決

するための手順）の移転等を要求してはならない

こと、②ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス（ＳＮＳ）等の双方向コンピュータサービス

について、情報流通等に関連する損害の責任を

決定するにあたり、ＳＮＳのサービス提供者等

を情報の発信主体として取り扱う措置を採用・

維持してはならないこと、③暗号を使用する情

報通信技術産品の輸入・販売の条件として暗号

法に関する情報の移転等を要求してはならな

いこと等が定められた。このうち、第 17 条の

アルゴリズムの移転等の要求禁止や第 18 条の

ＳＮＳ等のサービス提供者に対する民事上の

責任に係る規定はＴＰＰに設けられていない。 

 


